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序 文 

 

 

独立行政法人国際協力機構は、エルサルバドル共和国の就学前から中等教育の児童・生徒の学

習理解の促進に寄与するための遠隔教育機材整備計画（その後案件名の変更により「デジタル教

材制作推進計画」）に係る協力準備調査を実施することを決定し、同調査をインテムコンサルティ

ング株式会社に委託しました。 

調査団は、2023 年 4月から 2023 年 9 月までエルサルバドルの政府関係者と協議を行うととも

に、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の

運びとなりました。  

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

 

2024年 5月 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部 

部長 亀井 温子 
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要    約 

1. 国の概要   

エルサルバドル共和国（以下、「エルサルバドル」という。）は、中央アメリカ中部に位置

し、国土面積は 21,040 平方キロメートル（九州の約半分）である。北西にグアテマラ、北

と東にホンジュラスと国境を接しており、南と西は太平洋に面している。中米 7 か国のうち

唯一カリブ海に面していない。カリブ海の島国を除く米州大陸部全体で最小の国家である

が、人口密度では米州最高である。エルサルバドルの気候は熱帯気候に属しており、1 年を

通じて暑く、湿度もかなり高い。季節は雨季が 5 月～10 月、乾季が 11 月～4 月に分かれる。

地域による気候の違いは少ないが、高度により差がある。雨季は道路が冠水することもある。 

経済を支えるセクターは繊維工業、農業（主にコーヒー、砂糖、綿花）であるが、地理的

な条件からハリケーン・地震などの自然災害による影響を受けやすく、持続的な経済成長の

妨げとなっている。国内の貧困率は高く、極度の貧困率は地方部で 10.4%、都市部で 6.3%

である。現在のブケレ政権（2019～）は「クスカトラン計画」が国家戦略であり、治安改善・

地方分権・経済社会開発・貧困・教育において重点政策を打ち出している。教育セクターで

は「教育の質の向上が国際競争力強化と経済発展に資する」と当該計画に示されている。ブ

ケレ政権では治安改善、保健とともに教育分野の政策に対する国民からの支持が高い。 

国連人口基金による人口推計では、エルサルバドルの 2023 年の総人口は 640 万人で、年

齢別構成は下表の通りである。人口の年齢別構成では若年層が多く、15 歳未満が 25.0%を

占め、15 歳から 64 歳までの生産年齢人口は 67.0%である。また、10 歳から 24 歳までの若

年者の人口の割合が 27.0%と高い。 

 ILO の推定によると 2022 年における 15 歳以上の労働力人口の全体失業率は、3.82%であ

り（男性 3.54%、女性 4.21%）である1。コロナ禍であった 2020 年の全体失業率は 6.24%で

あり、近年は減少傾向にある。 

エルサルバドルの人口分布 

年齢層 人口と年齢別の割合 

全人口 640 万人 

0-14 歳 25.0% 

10-24 歳 27.0% 

15-64 歳 67.0% 

65 歳以上 8.0% 

エルサルバドルの 2022/2023 年の主要経済指標を次表に示す2。過去 2 年間はコロナ禍の

影響もあり貿易収支がマイナスとなっているが、実質 GDP 成長率や一人当たり GDP およ

び GNI は堅調な伸びを示している。産業別の GDP 構成比を見ると、第 3 次産業のサービス

業が全体で 28.0%を占めるものの、個別の産業分野では製造業が 37.3%を占めており、繊維

 
1 https://data.worldbank.org/indicator/SL.UEM.TOTL.ZS?locations=BD 

2 2023 Trading Economics, 2022 World bank org. 
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縫製産業を含む製造業が現在の主要産業となっていることがわかる。 

エルサルバドルの主要経済指標 

項目 単位 2022/23 年度 

１人当たり GDP 米ドル 4,276 - 

１人当たり GNI 米ドル 4,720 - 

GDP 成長率 ％ 3.0 - 

インフレ率 ％ 3.02 - 

郷里送金額 100 万米ドル 675.0 - 

貿易収支 100 万米ドル -821 - 

経常収支 100 万米ドル -60.87 - 

輸出 100 万米ドル 540 - 

輸入 100 万米ドル 1,361 - 

産業別 GDP   GDP 構成比 

農業 100 万米ドル 466 14.3% 

建設業 100 万米ドル 559 17.2% 

製造業 100 万米ドル 1213 37.3% 

鉱業 100 万米ドル 24.5 1.0% 

サービス業 100 万米ドル 923 28.0% 

 
2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

エルサルバドルでは 2019 年に UNESCO とラテンアメリカ教育品質評価研究所が実施し

た第 4 回地域教育品質調査（ERCE）では、3 年生算数と 6 年生算数の平均点が中南米諸国

平均を下回り、「基本的な内容を理解している」基準であるレベル 2 を達成できている児

童の割合は、6 年生では読解 29.4%、算数 7.6％、理科 18.6%と低い値となっており、教育

の質の改善による学力向上が喫緊の課題となっている。更に 2020 年 3 月 19 日以降、当国

の COVID-19 感染防止対策として、全国の学校における対面での教育活動が停止され、パ

ナマに次いで中南米で 2 番目に長い 205 日間の学校閉鎖が施行され、学びの機会の損失が

重大な問題となった。教育科学技術省は、2019 年に「教育戦略計画 2019－2024」を策定

し、優先事項としてカリキュラム及び教授法の見直し、教員の専門性深化、デジタル技術

の活用、教育インフラの充実、インクルーシブ教育の強化等に取り組んでいる。教育科学

技術省はマルチプラットフォーム教育システムを開発し、2020 年 5 月 25 日から様々な形

態（テレビ、ラジオ、印刷物、Web サイト、オンライン教育プラットフォーム3）で学習を

継続できるよう体制を整え、授業を開始した。 

また、COVID-19 感染拡大の下、同省は 2021 年 1 月に「教育科学技術省戦略計画 2019-

2024」を改訂し、COVID-19 感染拡大下での外出制限やデジタル格差に対応し、遠隔授業で

も学習を継続できるよう公立学校の教員と児童生徒へのタブレット端末配布等を行った。

加えて、エルサルバドル政府は、「デジタル・アジェンダ 2020-2030」（Agenda Digital 2020-

2030）を策定し、①住民登録のデジタル化、②革新・教育・競争力、③国家の近代化、④政

 
3 インターネットを介して教育サービスを提供する仕組み。 インターネット上に学校を模した仮想空間を設置し、児童

生徒は自分を模したアバター（分身）を操り、仮想空間の学校に登校することができる。リアルタイムの授業や、録画

された授業を閲覧することが可能なシステムを持っている。 これにより地理的、時間的制約がなくなる。 
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府のデジタル化の 4 つの柱を立てインフラ整備及び人材の育成に取り組んできている。教

育セクターにおいてはデジタルデバイドの解消を目的とした通信インフラの整備、デジタ

ル分野の研究開発の促進、デジタル分野の教員養成、学校や地方における通信アクセスの向

上、デジタルインクルーションなどを柱としている。 

教育科学技術省はポスト COVID-19でも、対面と遠隔のハイブリッド教育を継続する方針

を示しており、全国の公立初等・前期中等教育のカリキュラムを網羅し、児童生徒の能動性

及び学習理解を促すデジタル教材を開発している。その取り組みの一環として、デジタル教

材制作に携わる首都及び地方の人材の能力強化を図り、児童生徒が馴染みのある地域ごと

の特性や慣習（ローカルリソース）を教材に反映させる計画である。これらの取り組みによ

る質の高いデジタル教材が活用されることにより、児童生徒の学習理解の促進が期待され

ている。 

現在、デジタル教材は教員教育局（DNFD）で制作されているが、多様なディバイスで活用可

能な良質なデジタル教材を制作する能力が不足しており、かつ「ローカルリソース活用」のため

には地方教員研修センターにおいてもデジタル教材の制作機能を備えることが必要であり、首都

と地方部にこれらに資する情報収集・映像制作／編集機材を整備する需要が高い。このような背

景からエルサルバドル政府は我が国に対して遠隔教育機材の整備を要請した。 

デジタル教材制作推進計画（以下、「本プロジェクト」とする）は、教育科学技術省が重視す

る質の高いデジタル教材の制作及び国内各地域のリソースを収集するための撮影・編集用機材

を整備することにより、就学前及び初等・中等教育の質の向上推進を図ろうとするものであ

り、エルサルバドルの教育戦略計画においても重要度の高い事業に位置付けられる。 

 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

JICA は 2023 年 4 月 26 日から 5 月 15 日に第 1 回調査、同年 8 月 25 日から 9 月 5 日に第

2 回調査を行い、教育科学技術省カリキュラム局、教員教育局、教材制作ユニッ、対象サイ

トとの協議、サイト調査を通じ、先方要請内容、先方負担事項、将来計画、事業実施上の留

意点を確認、概略設計に向けて必要な情報収集を行った。 

3-1 調査結果の概要 

(1) 機材計画 

1) 要請機材最終化のプロセス 

本プロジェクトでは 2022 年 7 月に実施した情報収集・確認調査の際に教員教育局より提

出された要望機材リストをたたき台とし、機材の内容、仕様及び数量についての調査を実施

した。本調査時の要請内容は下表の通りである。 

要請機材概要 

対象サイト、要請機材数 機材内容 

セントラルフォーラム 

175 items 

Priority A： 168 items 

ビデオ撮影・照明システム、ポストプロダクション（撮影

後のデータ加工から最終化まで）、2D/3D 教材作成システ

ム（アニメ映像を含む） 
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Priority B：   7 items 機材設置場所：新設セントラルフォーラム（2023 年 3 月 13

日竣工。空調、カーペットの設置などは教員教育局によっ

て 2023 年 10 月までに実施される） 

教員研修センター (サン

タアナ、サンミゲル)  

50 items  

Priority A： 43 items 

Priority B：  7 items 

ローカルリソース収集用 Video、Audio 録画・録音機器、

簡易撮影／編集機材（粗素材制作用）など 

機材設置場所：各施設に 2～3 室在り。小規模の改修が必要

だが予算措置済み 

注：上記機材数（合計 225）は機材本体に加え付属品も 1item として算出している。概略事業費積算段階

で本体＋付属品を 1item として整理し、さらに優先順位 B 機材を削除した結果、機材数はセントラルフ

ォーラムで 98、CFD で 35、合計 133 となった。 

機材設計の基本方針としては以下の 2 項目及び弊社の選定基準を基に教員教育局と協議

をすすめた。具体的には 2022 年 7 月に提出された内容を基に 2023 年 5 月の現地調査に臨

み、現場確認及び教員教育局との協議を通じて、機材構成を最終化した。要請機材には優先

順位（A, B）を付け、事業費積算における機材採用の参考とした。 

a. マルチモーダル教育戦略4に則り、放送、インターネット、ラジオ等の各プラットフォ

ームに対応し、エデュテイメント（Edutainment: Education + Entertainment）を盛り込ん

だデジタル教材の開発・制作に資する機材構成とする。 

b. ローカルリソースの収集といった地方教員研修センターの新しい役割・機能を付与す

るための機材構成とする。 

2) 機材選定/仕様・数量検討基準 

要請機材は以下の機材選定/仕様・数量検討基準を基に精査した。 

機材/仕様/数量検討基準 

① デジタル教材制作計画との整合性 

② 運営維持管理体制、予算措置との整合性（現状、将来） 

③ 機材設置施設・設備との整合性（現状、将来） 

④ 陳腐化が早い機材ではないか？ 

⑤ 耐用年数の短い機材ではないか？ 

⑥ 機材運用において消耗品等が高額ではないか？ 

⑦ アフターセールスサービス（消耗品・スペアパーツの供給、修理など）が確保で
きるか？ 

⑧ 他ドナーと重複していないか（UNICEF、BCIE など） 

 

3) 数量設定 

機材の数量はその用途・使用人数に応じて設定される。本プロジェクトの想定予算を前提

に、デジタル教材制作工程別要員数及び機材を設置する諸室の面積から適切な数量を算出

する。 

 
4 画像、音声、数値、テキストなど複数種類のデータ（モダリティー Modality）を組み合わせて、もしくは関連付けて行う教育

手法。モダリティーによる学習はマルチモーダル学習と呼ばれる。 
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4) 機材の基本的仕様  

仕様については、使用者の技術水準、既存機材を基に、具体的には次の事項を念頭に基本

的仕様を設定する。 

① 3 サイトの現状（施設、既存機材の状態） 
② 使用者の技術水準と組織体制（機材の運用・維持管理） 
③ デジタル教材の内容・質に整合する仕様（例：エデュテイメントの要素を含むデジ

タル教材） 
④ 機材運用・維持管理に資する予算措置の有無 

 

3-2 プロジェクトの内容 

以下に、本プロジェクトの概要を示す。 

本プロジェクトの概要 

目 標 ： セントラルフォーラム及び国内 2 か所の教員研修センターにおい

て、デジタル教材制作のための機材を整備することにより、当国の

就学前から中等教育の児童生徒向けの質の高い教材開発の推進を

図り、もって当国の児童生徒の学習理解の促進に寄与する。 

概 要 ： ① 機材の内容 

 セントラルフォーラム： 

スイッチャー、コントロールパネル、ビデオモジュール、インジェ

スター、MAM サーバー、MAM サーバー用ソフトウェア、制御室用機

材ラック、スタジオ用機材ラック、インターカムシステム、波形モ

ニター、ビデオルーター、スタジオ用機材カメラ、屋外用ビデオカ

メラ タイプ 1、ドリー付き 3 脚、一眼レフデジタルカメラ、カメ

ラアクセサリー、ドローン、レンズキット、無停電電源装置、4 チ

ャンネルワイヤレスマイクロフォンシステム、ワークステーショ

ン、テレプロンプターシステム 

 教員研修センター（サンタアナ、サンミゲル共通）： 

カメラセット、三脚セット、ワイヤレスマイクロフォンキット、ノ

ンリニア編集システム 

 

② コンサルテイング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

機材仕様作成業務、入札関連業務、調達監理業務、機材据付工事監

理業務。ソフトコンポーネントは対象としない。 

③ 調達・施工方法 

基本的に日本調達とし、日本又は当国で調達困難な機材は第三国

調達とする。 

対 象 サ イ ト ： セントラルフォーラム（ラリベルタ県）、サンタアナ教員研修セン

ター（サンタアナ県）、サンミゲル教員研修センター（サンミゲル

県）  

関係官庁・機関 ： 主管官庁：教育科学技術省（MINEDUCYT） 

実施機関：教育科学技術省教員教育局（DNFD） 
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4. プロジェクトの工期及び概略事業費 

詳細設計及び調達に必要な期間について、コンサルタント契約締結から詳細設計・入札図

書承認までに約 4 ヶ月、入札及び業者契約までに約 2 ヶ月、機材調達業者契約後の調達期

間に約 8 ヶ月、その後、船積前検査～輸送～現地通関～サイト搬入に約 3 ヶ月、機材据付～

初期操作指導～引き渡しまでに約 2 か月を予定している。 

 

5. プロジェクトの評価 

(1)妥当性 

1) プロジェクトの裨益対象 

本プロジェクトの裨益対象は、直接的にはセントラルフォーラム及びサンタアナ、サンミ

ゲル教員研修センターの担当地域の児童生徒、教員となるが、本プロジェクト後に制作され

たデジタル教材は国営放送 Channel 10、インターネット、印刷物として配信・配布されるこ

とになり、最終的には全国の児童生徒、教員が裨益対象となる。さらにはこれらマルチモー

ダル教育戦略の発展からエルサルバドルが求める人材が多数育成されることにより、間接

的にはエルサルバドル国民全体に裨益するものである。 

2) 中長期的開発の目標達成への貢献 

エルサルバドル政府はデジタル化推進に係る国家政策「デジタル・アジェンダ 2020-

2030」の教育セクターにおいて通信インフラの整備、デジタル分野の研究開発の促進、教

員養成、通信環境の整備・向上、デジタルインクルージョンを柱としている。また、教育

科学技術省は「教育科学技術省戦略計画 2019-2024」の教育継続戦略（2021 年策定）にお

いて以下を課題としており、上記デジタル・アジェンダと合わせて、教育分野でのデジタ

ル化の推進による教育の質の改善を掲げている。 

① デジタル教材コンテンツ作成に携わる首都及び地方の人材の能力強化 

② 児童生徒が馴染みのある地域ごとの特性や慣習を反映するローカルリソースの活用 

③ 質の高いデジタル教材を活用することによる児童生徒の学習理解の促進 

④ デジタル教材の制作能力の向上（良質、かつ多様なディバイスで活用可能） 

本プロジェクトは、首都圏と地方部にデジタル教材制作機材を調達することにより、エ

ルサルバドルの幼児・初等・中等教育を対象とした遠隔教育の推進を図るものであり、上

述の教育継続戦略においても重要度の高い事業に位置付けられる。 

3) 我が国の援助政策・方針との整合性 

本プロジェクトは我が国の「対エルサルバドル共和国国別開発協力方針（2022年 4

月）」における重点分野として掲げられている「包摂的な開発の促進」において、教育機

会の拡充が明記されており、対エルサルバドル共和国 JICA国別分析ペーパー（2023年 3

月）においても、同国が教育分野において地域をリードする立場となっており、広域協

力・南南協力の実施・拡大を促しつつ、三角協力の形成を模索すると分析されている。本

事業は係る方針・分析に合致する。 
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(2)有効性 

エルサルバドルでは教育分野のセクター計画である「教育科学技術省戦略計画 2019-

2024」において、マルチモーダルを活用した教育の促進、DXの促進、デジタルの活用がで

きる教員の育成等を推進している。また、「デジタルアジェンダ 2020-2030」においても、

幼児期から高等教育までの児童生徒のデジタル・リテラシーの促進、デジタルデバイドの

解消、デジタル分野の教員養成、学校や地方における通信アクセスの向上、デジタルイン

クルーションなどに取り組んできている。今次の調査においては、その活動方針・内容の

有効性及び本プロジェクトの受入れ体制（組織、施設、関連インフラ）が確認された。以

上の点からエルサルバドルに対する本プロジェクト実施の妥当性は高く、また有効性が見

込まれると判断される。本プロジェクトの実施により期待される効果は以下の通りであ

る。 

1) 定量的効果 

指標名 
基準値 

（2023年） 

目標値 

（2028年） 

児童生徒、教育関係者、一般市民の学

習教材へのアクセス数 
913,702 2,209,424 

教材制作ユニット（UPME）が制作する

デジタル映像教材数 
2,048 6,528 

教材制作ユニット（UPME）が制作する

テレビ放映（Channel10）教育番組数 
1 25 

 

2) 定性的効果 

➢ 児童生徒の学習意欲が向上する。 

➢ 教員が授業へ教材を活用することで、技術力・教授法が向上する。 

以上の内容により、本プロジェクトの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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写真 1：セントラルフォーラム(既存棟)。スタジオおよ

び編集・制作室が配置され現在供用中である

が室数の不足と設備の老朽化がみられる。 

写真 2： セントラルフォーラム（既存棟）。制作・編集

作業の様子。一部ワークステーションではな

い一般的なパソコンが使用されている。 
  
 

 

  

  

 

写真 3： セントラルフォーラム（新築棟）。本プロジ

ェクトの機材配置場所となる。ほぼ完成し一

部スタジオは試験運用が開始されている。 

写真 4： セントラルフォーラム（新築棟スタジオ４）。

各スタジオとも機材の運用に必要な各種ユ

ーティリティ工事は完了している。 
  
 

 

  

 

 

写真 5： セントラルフォーラム（新築棟スタジオ４）。

既存機材の静止画用デジタルカメラにより

動画素材を撮影している様子。 

写真 6： セントラルフォーラム（新築棟編集室）。隣

接する編集室と併せ機材配置に充分な収容

能力を有する。 



 
 

 

サンタアナ教員研修センター、サンミゲル教員研修センター 

注：セントラルフォーラム職員が上記 2センターまでの機材移送、設置、取扱説明を行う。 

 

 

  

 

 

写真 1：サンタアナ教員研修センター（本館）。本建屋

1 階に本プロジェクトによる機材配置室予定

の各室 Room1 及び Room2 を擁する。 

写真 2： サンタアナ教員研修センター（本館 Room1）。

パソコン教室として供用中であるが、近々別

室へ移転の予定。 

  

 

 

  

 

 

写真 3：サンタアナ教員研修センター（本館 Room2）。

Room1 と同様、機材運用に充分な面積とユ

ーティリティが確保されている。 

写真 4： サンミゲル教員研修センター（本館）。本建

屋 1 階に本プロジェクトによる機材配置室

予定の各室 Room1 及び Room2 を擁する。 

  

 

 

  

 

 

写真 5： サンミゲル教員研修センター（本館 Room1）。

現在空室となっており、一部ユーティリティ

改修ののち機材設置が可能となる。 

写真 6： サンミゲル教員研修センター（本館 Room2）。

Room1 と同様現在空室である。両室とも内

装の状態は比較的良好である。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 
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第 1 章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1  当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

エルサルバドル共和国（以下、「エルサルバドル」という。）は、中央アメリカ中部に位置

し、国土面積は 21,040 平方キロメートル（九州の約半分）である。北西にグアテマラ、北

と東にホンジュラスと国境を接しており、南と西は太平洋に面している。中米 7 か国のうち

唯一、カリブ海に面していない。カリブ海の島国を除く米州大陸部全体で最小の国家である

が、人口密度では米州最高である。エルサルバドルの気候は熱帯気候に属しており、1 年を

通じて暑く、湿度もかなり高い。季節は雨季が 5 月～10 月、乾季が 11 月～4 月に分かれる。

地域による気候の違いはあまり少ないが、高度により差がある。雨季は道路が冠水すること

もある。 

経済を支えるセクターは繊維工業、農業（主にコーヒー、砂糖、綿花）であるが、地理的

な条件からハリケーン・地震などの自然災害による影響を受けやすく、持続的な経済成長の

妨げとなっている。国内の貧困率は高く、極度の貧困率は地方部で 10.4%、都市部で 6.3%

である。現在のブケレ政権（2019～）は「クスカトラン計画」が国家戦略であり、治安改善・

地方分権・経済社会開発・貧困・教育において重点政策を打ち出している。教育セクターで

は「教育の質の向上が国際競争力強化と経済発展に資する」と当該計画に示されており、ブ

ケレ政権では治安改善、保健とともに教育分野の政策に対する国民からの支持が高い。 

一方、2019 年に UNESCO とラテンアメリカ教育品質評価研究所が実施した第 4 回中南

米地域教育品質調査（ERCE: Regional Comparativo y Explicativo）では、3 年生算数と 6 年生

算数の平均点が中南米諸国平均を下回り、「基本的な内容を理解している」基準であるレベ

ル 2 を達成できている児童の割合は、6 年生では読解 29.4%、算数 7.6％、理科 18.6%と低い

値となっており、教育の質の改善による学力向上が喫緊の課題となっている。更に、2020 年 

3 月 19 日以降、当国の COVID-19 感染防止対策として、全国の学校における対面での教育

活動が停止され、パナマに次いで中南米で 2 番目に長い 205 日間の学校閉鎖が施行され、

学びの機会の損失が重大な問題となった。 

かかる状況下、教育科学技術省（MINEDUCYT: Ministerio de Educación, Ciencia y Tecnología）

は、2019 年に「教育科学技術省戦略計画 2019－2024 （Plan Estratégico Institucional Ministerio 

de Educación, Ciencia y Tecnología 2019-2024）」を策定し、優先事項としてカリキュラム及び

教授法の見直し、教員の専門性深化、デジタル技術の活用、教育インフラの充実、インクル

ーシブ教育の強化等に取り組んでいる。その一環として、教育科学技術省はマルチプラット

フォーム教育システムを開発し、2020 年 5 月から様々な形態（テレビ、ラジオ、印刷物、

Web サイト、オンライン教育プラットフォーム1）で学習を継続できるよう体制を整え、授

 
1 インターネットを介して教育サービスを提供する仕組み。 インターネット上に学校を模した仮想空間を

設置し、児童生徒は自分を模したアバター（分身）を操り、仮想空間の学校に登校することができる。リア

ルタイムの授業や、録画された授業を閲覧することが可能なシステムを持っている。 これにより地理的、

時間的制約がなくなる。 
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業を開始した。 

また、同省は 2021 年 1 月に「教育科学技術省戦略計画」を改訂し、COVID-19 感染拡大

下での外出制限やデジタル格差に対応し、遠隔授業でも学習を継続できるよう公立学校の

教員と児童生徒へのタブレット端末配布等を行った。加えて、エルサルバドル政府は、「デ

ジタル・アジェンダ 2020-2030」（Agenda Digital 2020-20302）を策定し、①住民登録のデジタ

ル化、②革新・教育・競争力、③国家の近代化、④政府のデジタル化の 4 つの柱を立てイン

フラ整備及び人材の育成に取り組んできている。教育セクターにおいてはデジタルデバイ

ドの解消を目的とした通信インフラの整備、デジタル分野の研究開発の促進、デジタル分野

の教員養成、学校や地方における通信アクセスの向上、デジタルインクルージョンなどを柱

としている。 

COVID-19 収束後は、原則対面授業へと戻ったものの、教育科学技術省は対面と遠隔のハ

イブリッド教育を継続する方針を示しており、全国の公立初等・前期中等教育のカリキュラ

ムを網羅し、児童生徒の主体性及び学習理解を深めるデジタル教材の開発に力を入れてい

る。これらの教材は、コロナ禍より開始された教師の授業をほぼそのまま撮影し、映像教材

としたものから、キャプションやグラフィックなどを盛り込むなど継続してコンテンツの

改良と拡充がなされている。しかしながら、子どもたちの学びの定着と伸長に加え、興味・

関心を高めるデジタル教材の制作にはより専門的な機材と技術が必要とされる。さらに、デ

ジタル教材制作に携わる首都及び地方の人材の能力強化を図り、児童生徒が馴染みのある

地域ごとの特性や慣習（ローカルリソース）を教材に反映させることも計画されており、こ

れらの取り組みにより質の高いデジタル教材が教育現場に提供され、児童生徒の学習理解

が促進されることが期待されている。 

 

1-1-2 開発計画 

【教育セクターに関する国家計画、政策】 

(1) 教育科学技術省戦略計画 2019-2024 

教育政策は「国家教育政策文書クスカトラン計画 2019-2022（Plan Cuscatlán）」にまとめら

れている。それを基にして、教育科学技術省は、新しいビジョンとミッションの設定と組織

構造の再構築を掲げ、2019 年～2024 年の 5 年間に達成すべき目標とその戦略、その実現の

ためのロードマップを設定し、「教育科学技術省戦略計画 2019-2024」を策定した。このなか

では、以下の 6 つの優先事項／期待される成果が挙げられている。 

➀ 

優先事項 
適切で包括的な教育制度とカリキュラムにより、生涯を通じて、質の高

い有意義な学習を行う。 

期待され

る成果 

学習者はそれぞれの状況に応じて、生涯に渡り、適切かつ有意義な学習

ができる。 

  

 

2 Agenda Digital El Salvador 2020-2030, Secretaria de innovación, Gobierno de El Salvador, 2020 
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➁ 

優先事項 教師の指導力向上のための研修を実施し、その専門性を高める。 

期待され

る成果 

教師として十分な資質と能力を育成するための研修を実施することで、

新たなカリキュラムに基づいた質の高い教育、さらにはマルチモーダル

な教育を提供できる。 

➂ 

優先事項 科学技術の活用を通じて、教育分野にプラスの影響を与える。 

期待され

る成果 

包括的で質の高い教育や研究の発展のために、教師と学習者が ICTにア

クセスできる。 

➃ 

優先事項 
質が高く安全な教育インフラを整備し、持続可能な学習環境を実現す

る。 

期待され

る成果 

安全な教育インフラにより効果的、包括的な学習が可能となる。 

➄ 

優先事項 
共存、包摂性（インクルージョン）、多様性を尊重した教育・学校運営を

展開する。 

期待され

る成果 

包括的で効果的な対応により暴力や様々な脅威から学習者の権利と義

務を保証する。また、そのための教育センターを整備する。 

⑥ 

優先事項 教育機関の適切な整備によって、地域社会の教育のニーズに応える。 

期待され

る成果 

マルチモーダル教育を推進する各機関の連携や質の高いインクルーシ

ブな教育サービスを充実させることができる。 

 

同文書は 2021 年 1 月に改訂され、COVID-19 対策で策定された教育継続戦略についても

マルチモーダル教育戦略3が追記された。それによれば、デジタル格差や学習機会の不利な

条件を考慮し、教育継続戦略として次の 4 つの方針が掲げられている。 

① 学校全体と教育科学技術省の技術スタッフの健康管理のための予防と関連情報の提供 

② 国家的緊急事態の中で学習を発展させるための教育の継続性の確保 

③ テクノロジーを学習に役立てるため、教育のデジタル化への移行の加速 

④ 包括的教育的な多様性により、高いレベルの公平性を生み出し、技術的ギャップの克服 

また、COVID-19 による国家的緊急事態に対処し、教育の継続性を保証するために、教育

科学技術省は、次の 6 つを優先事項として挙げている。 

① カリキュラムの優先順位付けと教材（印刷物と視聴覚）開発 

② Google Classroom を使用するための教員研修 

③ 教育継続のためテレビ、ラジオ、Web サイト、オンライン教育プラットフォームなど、

様々なプラットフォームの利用 

④ 教員と児童生徒のための技術的な設備と接続性の提供 

⑤ 緊急時および学校復帰時の教育コミュニティーへの心理社会的ケア 

⑥ 最貧困家庭を優先した学校給食プログラムの継続と適応 

 加えて、COVID-19 終息後も、多様な教育様式（対面、バーチャル、フレキシブル）での

マルチモーダル教育をさらに加速させ、教育分野におけるテクノロジーの導入を促進する

 
3 画像、音声、数値、テキストなど複数種類のデータ（モダリティー Modality）を組み合わせて、もしくは関連

付けて行う教育手法。モダリティーによる学習はマルチモーダル学習と呼ばれる。 
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ことの重要性についても示されている。 

(2) デジタル・アジェンダ 2020-2030 

大統領府イノベーション庁が進める国家情報技術政策である「デジタル・アジェンダ 2020-

2030」は、国連が提唱する 17 の持続可能な開発目標（SDGs）および国家戦略計画の開発分

野と連携し、イノベーションと ICT の適用を通じて、全ての政府機関・民間企業団体・市民

の相互連携の構築を目的とした今後 10 年間の包括的な国のビジョンを定めた計画である。

当該政策は以下の主要 4 項目の下に展開されている。 

① 住民登録のデジタル化（デジタル・アイデンティティの導入）  

② 革新・教育・競争力強化 

③ 国家の近代化 

④ 政府のデジタル化（デジタル・ガバナンス：制度的枠組みの構築） 

特に②革新・教育・競争力強化では、幼児期から高等教育までの児童生徒のデジタル・リテ

ラシーの促進、教育における技術革新の促進、デジタルデバイドの解消と能力・スキルの標

準化、学術機関及び協力団体との戦略的提携及び協力協定の推進、労働市場の需要に合わせ

たカリキュラムの継続的な更新と ICT トレーニングの実施等を含んでいる。 

1-1-3 教育制度 

デジタル教材制作推進計画（以下、「本プロジェクト」とする）の対象は義務教育である就学

前～前期中等に属する幼児・児童・生徒及び教職員である。以下にエルサルバドルの教育制

度を示す。 

エルサルバドルは、フォーマル教育においては就学前教育（3 年間）、初等教育（小学校：

6 年間）、前期中等（中学校：3 年間）、後期中等（高校：普通科 2 年、技術系専門科 3 年）、

及び高等教育（大学：5 年、医学部 8 年、技術短期大学 3 年）となっている。就学前 3 年、

初等 6 年、前期中等 3 年の計 12 年間が義務教育であり、かつ公教育の場合は無償となって

いる。初等教育、前期中等教育の 9 年間は 3 学年ごとにサイクル（1～3）に分かれており、

1 限 45 分間の授業が行われる。 

図 1 エルサルバドルの教育制度（2021年 4月） 

 出典：教育科学技術省提供資料を基に調査団作成 
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1-1-4 社会経済状況 

 国連人口基金による人口推計では、エルサルバドルの 2023 年の総人口は 640 万人で、年

齢別構成は下表の通りである。人口の年齢別構成では若年層が多く、15 歳未満が 25.0%を

占め、15 歳から 64 歳までの生産年齢人口は 67.0%である。また、10 歳から 24 歳までの若

年者の人口の割合が 27.0%と高い。 

 ILO の推定によると 2022 年における 15 歳以上の労働力人口の全体失業率は、3.82%であ

り（男性 3.54%、女性 4.21%）である4。コロナ禍であった 2020 年の全体失業率は 6.24%で

あり、近年は減少傾向にある。 

表 1 エルサルバドルの人口分布 

年齢層 人口と年齢別の割合 

全人口 640万人 

0-14歳 25.0% 

10-24歳 27.0% 

15-64歳 67.0% 

65歳以上 8.0% 

 エルサルバドルの 2022/2023 年の主要経済指標を表 2 に示す5。過去 2 年間はコロナ禍の

影響もあり貿易収支がマイナスとなっているが、実質 GDP 成長率や一人当たり GDP およ

び GNI は堅調な伸びを示している。産業別の GDP 構成比を見ると、第 3 次産業のサービス

業が全体で 28.0%を占めるものの、個別の産業分野では製造業が 37.3%を占めており、繊維

縫製産業を含む製造業が現在の主要産業となっていることがわかる。 

表 2 エルサルバドルの主要経済指標 

項目 単位 2022/23年度 

１人当たり GDP 米ドル 4,276 - 

１人当たり GNI 米ドル 4,720 - 

GDP成長率 ％ 3.0 - 

インフレ率 ％ 3.02 - 

郷里送金額 100万米ドル 675.0 - 

貿易収支 100万米ドル -821 - 

経常収支 100万米ドル -60.87 - 

輸出 100万米ドル 540 - 

輸入 100万米ドル 1,361 - 

産業別 GDP   GDP 構成比 

農業 100万米ドル 466 14.3% 

建設業 100万米ドル 559 17.2% 

製造業 100万米ドル 1213 37.3% 

鉱業 100万米ドル 24.5 1.0% 

サービス業 100万米ドル 923 28.0% 

 
4 https://data.worldbank.org, ILOSTAT database 

5 2023 Trading Economics, 2022 https://data.worldbank.org 

https://data.worldbank.org/
https://data.worldbank.org/
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1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

前述の通り、教育科学技術省はマルチプラットフォーム教育システムを開発し、2020 年

5 月から様々な形態（テレビ、ラジオ、印刷物、Web サイト、オンライン教育プラットフォ

ーム）で学習を継続できるよう体制を整えた。それに伴って、公立学校の教員と児童生徒に

は PC やタブレット端末が配布された。インターネットを利用した授業は Google が提供す

る学習アプリ"Google Classroom" を活用して双方向遠隔授業を実施している。テレビやラジ

オによる授業は毎日配信され、オンライン教育プラットフォームでは、学習教材が各学年、

教科ごとに用意され、ビデオや YouTube による授業配信も実施されている。また、インタ

ーネットやテレビ・ラジオへのアクセスがない児童生徒には紙媒体による学習ガイドを配

布している。教育科学技術省は COVID-19 収束後も、対面と遠隔のハイブリッド教育を継続す

る方針を示しており、以下を課題として挙げている。 

① デジタル教材制作に携わる首都及び地方の人材の能力強化 

② 児童生徒が馴染みのある地域ごとの特性や慣習を反映する教材の制作（ローカルリソ

ースの活用） 

③ 1. 及び 2.から質の高いデジタル教材を活用することによる児童生徒の学習理解の促進 

④ デジタル教材の制作能力の向上（良質、かつ多様なディバイスで活用可能） 

⑤ 現在は中央に集中しているデジタル教材制作・収集機能の地方分散化（主にローカルリ

ソースの収集） 

現在、デジタル教材は教員教育局（DNFD: Dirección Nacional de Formación Docente）で

制作されているが、多様で良質なデジタル教材を制作する能力・環境が不足しており、かつ「ロ

ーカルリソース活用」のためには地方教員研修センターにおいても各地域特有のリソースを収集

する機能を備えることが必要であり、首都と地方部にこれらに資する情報収集・映像制作／編集

機材を整備する需要が高い。このような背景からエルサルバドル政府は我が国に対してデジタル

教材制作機材の整備を要請した。 

本プロジェクトは、教育科学技術省が重視する質の高いデジタル教材の制作及び国内各地域

のリソースを収集するための撮影・編集用機材を整備することにより、就学前及び初等・中等

教育の質の向上推進を図ろうとするものであり、エルサルバドルの教育戦略計画においても重

要度の高い事業に位置付けられる。また、地方や遠隔地を含むエルサルバドル全域の子どもた

ちへ教育機会を提供し、誰ひとり取り残さない包括的な教育の実現に貢献することからも本プ

ロジェクトの意義は高いといえる。 

 

1-3  我が国の援助動向 

 我が国の教育分野の協力実績を表 3、4 に示す。なお、当該分野における有償資金協力の

実績はない。 
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表 3 我が国の技術協力の実績（教育分野） 

協力スキ

ーム 

実施期間 案件名他 概要 

技術協力 2021 年 4 月～2025

年 4 月 

初中等算数・数学教育に

おける学力評価に基づ

いた学びの改善プロジ

ェクト（ESMATE 2） 

初中等学校の児童生徒の算数・数学科の学

力向上を目指し、基礎教育、中等教育、教

師教育における算数・数学科の教材等を開

発・改訂するための技術支援 

技術協力 2015 年 11 月～

2019 年 6 月 

初中等教育算数・数学指

導力向上プロジェクト

（ESMATE） 

上記プロジェクトで作成した成果品を改

訂、基礎教育第 3 サイクル全 3 学年用の数

学教科書、練習帳、教師用指導書等、教職

課程の数学指導提案書の作成及び現職教

員研修用算数モジュール更新のための技

術支援 

技術協力 2006 年 4 月～2009

年 3 月 

初等教育算数指導力向

上プロジェクト 

第 1～6 学年の算数教科書や教師用指導書

の開発、現職教員研修の改善などに取り組

むことにより、同国の基礎・中等教育学校

における算数・数学の成績向上に寄与する

もの 

 

表 4 我が国の無償資金協力の実績（教育分野） 

協力スキ

ーム 

実施年度 案件名他 概要 

無償資金

協力 

2015年10月～2016

年 4 月 

国営教育・文化テレビ局

番組ソフト整備計画 

当該協力は我が国の良質な教育・ドキュ

メンタリー番組の放送を通じ、伝統文化

を守りつつ経済発展を遂げた日本の経験

の共有や、学校教育の補完を目的とする

エルサルバドル国民に対する情報伝達、

教育・啓蒙活動の環境整備を図るため

に、必要なテレビ番組ソフトを供与する

ものであり、国営教育・文化テレビ局に

対し、日本の良質なドキュメンタリー番

組ソフト 58 番組（237 本）、教育番組ソ

フト 23 番組（465 本）を供与した 

 

【技術協力プロジェクトとの連携】 

2023 年現在実施中の JICA 技術プロジェクト「初中等算数・数学教育における学力評価

に基づいた学びの改善プロジェクト（ESMATE 2）」の概要及び想定される本プロジェクト

との連携を以下に示す。 

表 5 初中等算数・数学教育における学力評価に基づいた学びの改善プロジェクト概要 

案件名 初中等算数・数学教育における学力評価に基づいた学びの改善プロジェ

クト（ESMATE２） 

先方政府機関 教育科学技術省 中等教育局、基礎教育局、評価ユニット 

実施年度 2021 年 4 月～2025 年 4 月（4 年間） 
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目標 上位目標： 

初中等教育課程児童生徒の算数・数学科における学びが改善する。 

プロジェクト目標： 

学習状況調査結果を教材改訂等に反映し、学校レベルで ESMATE 戦略に

基づいた算数・数学教育活動が実践される。 

成果 1： 

教育研究結果「自分の理解度を知ろう（全国学習状況調査）」、「自分は

どのくらいできたか（全国高校卒業試験）」、授業観察が国レベルの教育

改善（カリキュラム文書改訂）と教室レベルの教育改善（教員間学び合

い）戦略に活用される。 

成果 2： 

教育研究結果をベースとしたカリキュラム文書改訂サイクルが教育改

善のための国の政策の一部として検証される。 

成果 3： 

教育研究結果をベースとして教室レベルの教育改善の一部である教員

間学び合いが強化される。 

成果 4： 

中央及び県レベルの ESMATE 人材が強化される。 

成果 5： 

他国のニーズに応じてプロジェクト経験が共有される。 

投入 総事業費（日本側）：約 3 億円 

専門家派遣、在外事業強化費、国別研修、機材供与（車両、パソコン、

ソフトウェア、コピー機等） 

出典：調査団作成 

 

 本プロジェクトとの連携 

① ESMATE 2 で考案、企画、制作される算数数学デジタル教材に児童生徒の能動性、理解

の向上を促進する価値（Edutainment 性など）を付加する。 

② ESMATE 2 で習得されたデジタル教材制作ノウハウを他教科（国語、外国語、社会、理

科・科学など）で活用する。 

③ 上記デジタル教材が「デジタル・アジェンダ 2020-2030」や「教育科学技術省戦略計画

2019-2024」の 2 つの国家政策の実施によりエルサルバドルの教育デジタル化を促進す

るといった相乗効果を持つ。 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

本プロジェクトの対象である教員教育局への主な他ドナー支援は、以下の表の通りで

ある。  
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表 6 教員教育局への主なドナー支援 

ドナー 年 金 額 支援内容 

BCIE(Banco 

Centroamericano 

de Integración 

Económica) 中米

経済統合銀行 

2021 USD2,147 万 

（借款） 

教育におけるデジタルデバイド の解

消 

UNICEF(United 

Nations 

International 

Children's 

Emergency Fund）

国際連合国際児童

緊急基金 

2020-

2022 

USD127,600 技術協力及び無償資金：コンピュータ

の購入、録画用オーディオビジュアル

機器の購入、アニメーションおよびオ

ーディオビジュアル編集の専門家 5 人

の採用（継続中） 

BID(Banco 

Interamericano 

de Desarrollo)米

州開発銀行 

N/A N/A 技術協力：ハイブリッド教育、マルチ・

モデル教育への支援。現職教員研修、ラ

ジオ番組作成 

OEI(Organization 

of Ibero-

American States 

for Education, 

Science and 

Culture) イベロ

アメリカ教育・科

学・文化機構 

2020 USD66,148 バーチャル教育のための ICT 機器の購

入 

技術者の雇用による公立学校教員及び

校長の能力強化研修実施のための研修

プロセスのデジタル化と教材開発支援 

出典：各ドナーHP 及びヒアリングより調査団作成 

上記のドナー支援は、パンデミック中の緊急支援が主であり、2022 年以降、当該無償資

金協力と他ドナーとの類似案件の重複はない。 

なお、上記以外に中米経済統合銀行（BCIE :Banco Centroamericano de Integración Económica）

の借款 2 億 USD の資金協力の下、2021 年 8 月から"Mi Nueva Escuela"（My New School）と

名付けられた教育改革プログラムが開始されている。同プログラムは、自然災害被害や貧困

率の高い県における学校インフラの再建・改修を行い、幼稚園から高校レベルを中心に教育

の質の向上と中退率の低減を図るものである。2022 年 4 月に以下の 9 つの優先事項が明示

され、当初の計画であった学校建設・修復などのハード支援のみならず、ソフト支援を含む

ものに変化してきている。9 つの優先事項とは以下の通りである。 

① 学校インフラの即時再建・改修と質の高い教育環境の構築 

② 早期教育の適用範囲拡大と Crecer Juntos（一緒に成長）政策の導入 
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③ 教育技術、アクセス、イノベーションのための教育・技術・テクノロジーの提供 

④ 教育者との開かれた恒常的な対話の促進 

⑤ 教育界と教育省の各部署との連携強化・統合 

⑥ 包括的なカリキュラム改革と新しい教育モデルの構築 

⑦ 教員専門能力開発方針の承認と実施 

⑧ 教育改革に伴う新たな法整備 

⑨ 学生の参加とリーダーシップの奨励・育成 

 同プログラムは、教育科学技術省の政策を実行するための資金援助プログラムであり、

同省が主導で実施する計画であることから、本プロジェクトとの重複はない。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 プロジェクトを取り巻く状況 
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第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1  プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本プロジェクトの主管官庁は教育科学技術省であり、初等、中等、高等教育機関のすべて

を管轄している。実施機関は同省教員教育局である。本プロジェクトの対象サイトはセント

ラルフォーラム、サンタアナ教員研修センター、サンミゲル教員研修センターの 3 か所で

あり、本プロジェクトで調達される機材の運営維持管理は教員教育局内の教材制作ユニッ

ト（UPME :Unidad de Producción de Materiales Educativos）が行う。教育科学技術省、教員教

育局の組織図、教材制作ユニット（以下 UPME とする）、教員研修センター（CFD:Centro de 

Formación Docente）の概要を以下に示す。 

   

 

図 2 教育科学技術省組織図 

出典：教育科学技術省提供資料を基に調査団作成 

 

教育科学技術省
（MINEDUCYT）

財務管理局 制度調達契約局

法務局 通信局

戦略プログラム局 イノベーション技術局

教育科学技術 副大臣室

教員教育局 カリキュラム局

教育相談・学生支援局
教育評価局

教育運営支援総局

人材開発
局

社会プロ
グラム局

総務局
教育イン
フラ環境

局

教育技術
局

教育レベル・方式総局

幼児教育局
基礎教育サ
イクルⅠ・

2局

教育サイク
ル3・中

等・技術教
育局

青年・成人
教育局

インクルー
シブ教育局

高等教育局

内部監査局計画局
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図 3 教員教育局組織図 

【UPME】 

UPME の概要を下記表 7 に示す。UPME は国立教員研修所（セントラルフォーラム）に所

在し、教育科学技術省が全国の児童生徒や教員に提供する教材の開発、制作、編集、出版、

および教員養成や継続的な教員研修のための教材開発を担当している。UPME は、教育科学

技術省が推進するマルチモーダル教育戦略を強化し、すべての子どもや若者がさまざまな

フォーマットで学習可能となるように設置された。UPME は教材開発、デザイン、バーチャ

ルクラスルーム、ラジオ、編集とそれぞれの専門要員から成る 5 つのチームで構成されてい

る。UPME が本プロジェクトで計画されている機材の運営維持管理の主体となる。 

 

表 7 UPME概要（2023年 8月現在） 

所属 教員教育局 

代表 Marvin Sandoval所長 

設立年 2018年 2月（現在の組織として） 

設立目的 児童生徒が様々なフォーマットで学習可能になるためのマルチモー

ダル教育戦略を強化・推進する目的で設置された。児童生徒、教員に

提供する教材の開発、制作、編集、及び出版を行う。 

  

 
教育科学技術 

副大臣室 

教員教育局（DNFD） 

国立教員研修所 

（Central Forum） 

 

教員研修教育研究部 

教育イノベーション・フォ

ローアップ部 

継続研修部 

初任者研修カリキュ

ラム部 

研修担当教員部 

教員研修研究・モニ

タリング 

教員・学校管理職 職

能開発運営 初任者研修運営 

技術支援・管理 

教育教材制作 

教員研修センター 

サンタアナ、サンミゲル、 

モラザン、チャラテナンゴ 

教員研修フォローア

ップ部 
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教材制作 

ユニット 

（UPME） 

教材開発 デザイン バーチャル 

クラスルー

ム 

ラジオ 編集 

担当業務 CH10（国営

教育 TV）で

放 送 さ れ

る 遠 隔 授

業 用 教 材

制作 

マ ル チ メ

デ ィ ア 教

材の制作。 

教 育 科 学

技術省、他

の 政 府 機

関 向 け の

視 聴 覚 教

育 リ ソ ー

スの制作 

教師や児童生

徒向けオーデ

ィオビジュア

ル製品制作、

デザイン、ア

ニ メ ー シ ョ

ン、編集、構築 

教員が活用

するバーチ

ャル・プラッ

トフォーム

のツールに

使用される

教材デザイ

ン開発 

様 々 な ラ

ジ オ 教 育

番 組 の 開

発 及 び 制

作 

教 員 や 児

童 生 徒 に

週 ご と に

配 信 さ れ

る デ ジ タ

ル 教 材 開

発・制作・

編集 

職員数 

合計 111 名 

＋国営教育放送

CH10 からの出向

者 2 名（機材メン

テナンス） 

プ ロ デ ュ

ーサー9、

脚本家 5、

音 響 技 術

者 4、カメ

ラマン 11

人 

デザイン 6、

アニメーショ

ン 10、編集 8、

VR4 

技術者 8 プ ロ デ ュ

ーサー5、

脚本家 5、

サ ウ ン ド

エ デ ィ タ

ー5、アナ

ウ ン サ ー

12 

校正者 4、

イ ラ ス ト

レ ー タ ー

3、編集デ

ザイナー4 

 

【教員研修センター概要】 

以下にサンタアナ、サンミゲル教員研修センターの概要及び本プロジェクトにおける役

割を説明する。 

表 8 教員研修センター（サンタアナ、サンミゲル）の概要・役割 

施設名称 サンタアナ教員研修センター
（略称：CFD サンタアナ） 

サンミゲル教員研修センター 
（略称：CFD サンミゲル） 

設立 1990 年 ( 教員研修を目的と
した CFD の前身の組織として） 

1989 年 ( 教員研修を目的と
した CFD の前身の組織として） 

職員数 合計 18 名 
指導員：７名（所長兼数学１
名、科学１名、社会 2 名、国語
１名、図工・体育１名、バーチ
ャルツール１名）事務・管理部
門：8 名、施設維持管理部門：
3 名   

合計 16 名 
指導員：10 名（所長 1 名、英
語１名、国語１名、科学 1 名、
コンピュータ・情報（数学）１
名、社会 4名、就学前教育 1名） 
図書館（室）：2 名、事務・管理
部門：3 名   

実施している教員研修
科目、コース 

数学、科学、社会、国語、芸術・
体育、バーチャルツール 

英語、国語、科学、コンピュー
タ・情報、社会、数学、就学前
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バーチャルツールは生徒の成
績管理等に PCを活用するトレ
ーニングである。COVID-19 以
前は優先分野であった。8 割の
教員が技能習得している。 

教育 
（科学、コンピュータ・情報の
科目については CFD サンミゲ
ルには実習に使用する機材が
不足しているため、近隣大学
の施設を借りている） 

研修参加者受入数 毎月延べ 10000 人程度 
科目、コースの種類により受
講期間は異なる。主に 1 日、2
日、1 週間、1 ヵ月、2 ヶ月 

毎月延べ 3500 人程度 
参加する人数が多い研修の場
合は外部の講堂を借りて実施
する場合がある。COVID-19 以
降は実習と土曜日実施の数学
以外は基本的に遠隔研修が行
われている。 
受講期間は左記と同じ。 

その他の活動 ① ・市内の大学に対する協力 
"Univ. of Cathoric El 
Salvador" "National 
University"の 2 校の学生に
対し、CFD サンタアナの指導
員が CFD サンタアナの施設を
使用し学級経営等の講義を行
っている。 

・市民に対する啓発活動 
英語、科学、社会、PC などの
各分野について、指導員が PC
やプロジェクタを持参して各
地に出向き、一般市民に対す
る講座を開催している。な
お、その受講生の中から将来
の CFD サンミゲルの指導員候
補となり得る人材の発掘も行
っている。対象地域は
Oriente 地方全域にわたる。 

その他の活動 ② ・政府機関、自治体職員に対す
る研修・講習の提供 
会計および救急救命分野の講
習を行っている。必要な機材
は受講者が所属している機関
の機材を CFD に持参する。 
現状では民間企業、一般市民
への講習等の提供は行われて
いない。 

－ 

本プロジェクト実施に
より期待される機能 
（ローカルリソースの
活用⇒担当地域におけ
る素材データを収録し
セントラルフォーラム
へ提供する） 

当該管轄地域は伝統・文化な
どの面では特色が希薄であ
る。産業ではセメント生産が
盛んである。また、国民の間で
は有名な農機具、工具、刃物メ
ーカーである Imacasa 社が所
在している。これら地域産業
に関連付けたコンテンツ、例
えばセメント、ナイフ等の製
造工程を紹介するコンテンツ
などの制作が期待される。 

Oriente 地方には El Cuco, El 
Espino, Las Tunas といった
ビーチや、Mt.Perkin など欧米
からの観光客が多く訪れるリ
ゾート地がある。観光客の多
くは英語を使用するため観光
産業において英語能力の高い
人材が求められている。英語
教員の質の向上が生徒の英語
能力を向上させ、ひいては英
語能力が必要とされる観光業
に職を得る事ができる地元住
民の増加が期待できる。この
図式は一般市民に対して提供
している英語講座にも当ては
まる。 
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保有機材 PC20台、プロジェクタ 3台 
PC、実習用顕微鏡（デジタル出
力＋大型モニタ）、3D プロジェ
クタなど研修に活用できる
ICT 機材が不足している 

PC20 台、顕微鏡数台、プロジ
ェクタ 3台 
PC、顕微鏡、プロジェクタなど
機材が不足しており、近隣大
学の施設を借りて研修を行っ
ている。 

 

2-1-2 財政・予算 

本プロジェクトに係る教員教育局の資機材運営維持管理費（過去、将来計画）を以下に

示す。 

表 9 資機材運営維持管理費（千円） 

年 資機材購入費 

（消耗品、スペアパーツを含む） 

維持管理費 

（定期点検、修理代など） 

2021 4,703 672 

2022 6,585 941 

2023 11,388 672 

2024 11,422 941 

2025 11,422 1,008 

2026 11,422 1,075 

2027 11,422 1,209 

2028 11,422 1,344 

 

上記のように資機材購入費は 2023 年以降ほぼ同額で推移している。維持管理費は機材が

納入される予定の 2026 年以降は 7%～11％増が計画されているが、機材の使用頻度が増え

た場合は最大 20%増の予算措置を行う予定である。表 10 の通り、本プロジェクトの機材は

大半が電子機器であり消耗材での大きな支出がないため、年間運営維持管理費は、約 0.5 百

万円と見積もられる。また機材に精通した要員による使用及び日常点検により機材の故障

は発生しにくい。以上のことから、本プロジェクトの実施に対しては予算面での問題はない

と判断する。 

表 10 機材年間運営維持管理費 

サイト 対象機材 交換部品、消耗品 金額 
（千円） 

セントラルフォー
ラム 

ビデオカメラ 
編集・制作用 PC 

カメラ他各種バッテリー 
SS、SD memory card 

300 

サンタアナ 
教員研修センター 

ビデオカメラ 
教員研修用 PC 
LCDプロジェクタ 

カメラ他各種バッテリー 
SD memory card 
LCD プロジェクタ用ランプ   

100 

サンミゲル 
教員研修センター 

ビデオカメラ 
教員研修用 PC 
LCDプロジェクタ 

カメラ他各種バッテリー  
SD memory card 
LCD プロジェクタ用ランプユニ
ット 

100 

合 計   500 



16 

 

また、本プロジェクトの受け入れにあたってセントラルフォーラムでは 11 名、教員研修

センターでは各 3 名、計 17 名の要員の補充が教員教育局で計画されている。これらに掛か

る人件費は年間約 USD170,000（約 2300 万円）であるが、2026 年の本事業引き渡しに向

けて予算措置がされる計画となっている。 

 

2-1-3 技術水準 

UPME にはスタジオ、ビデオ編集、3D 教材制作等各分野別に教員、運営/保守管理要員（プ

ロデューサー、カメラマン、音響技術者、編集・VR 技術者、アニメーター）及び機材メン

テナンス要員（国営放送 Channel 10 から派遣）が配置されている。運営/保守管理要員はこ

れら分野専用に雇用された人材であり効率よく作業がなされている。UPME にはこのよう

に教材を考案・創作する教員とそれを具現化し最適なデジタル教材を制作する専門要員が

配置されていることから、本プロジェクトで調達された機材を効率的かつ有効に活用でき

ると判断する。 

サンタアナ及びサンミゲル教員研修センターの教職員については UPME によってすでに

養成プログラムが立案されている。本プロジェクトの機材引渡し後 2 週間の研修期間が計

画されており、その後もフォローアップ研修が年に 2 回計画されている。このようにセント

ラルフォーラムによる継続的な研修及び定期的な機材維持管理が実施されることから両教

員研修センターの技術水準も機材の運用に十分なレベルに達成すると判断する。 

 

2-1-4 既存施設・機材 

➢ セントラルフォーラム 

セントラルフォーラムにおいては、映像コンテンツ撮影・編集機材、音声コンテンツ録

音・編集機材、並びにこれらに関連する各種資機材等が保有されている。これら機材はUPME

の担当者により維持管理がなされており、いずれも良好な状態に保たれている。なお、保有

機材の大半はUNICEF、OEI等からの供与機材である。既存機材は以下の表11の通りであ

る。 

表 11 セントラルフォーラムの主な既存機材 ( )はドナーを示す 

スタジオ 1 4Kカメラ：1台（UNICEF） 

スイッチャー：1台（OEI） 

三脚：3台（OEI） 

照明機材：10台（OEI, UNICEF） 

UPS(300W)：3台（UNICEF） 

電圧調整器：2台（UNICEF） 

モニター（32インチ）：2台（OEI） 

カメラ用バッテリ：9 台（OEI） 

音声ミキサー：1台（UNICEF） 

オーディオヘッドホン：1台（UNICEF） 

スタジオ 2 4Kカメラ：3台（UNICEF） 

スイッチャー：2台（OEI 等） 

三脚：4台（OEI） 
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照明機材：7台（OEI） 

照明用三脚：5台（OEI） 

モニター：1台（UNICEF） 

HDMI/SDI変換器：3台（OEI） 

ワイヤレスマイク：2 台（UNICEF/OEI） 

音声ミキサー：1台（OEI） 

インターコムベース：1台（UNICEF） 

インターコム受信機：4台（OEI） 

オーディオヘッドホン：1台（UNICEF） 

スタジオ 3 カメラ：3台（OEI等） 

スマートビデオハブ：1台（OEI 等） 

三脚：5台（GOES,OEI） 

照明機材：8台（OEI,UNICEF,GOES等） 

照明用三脚：5台（OEI,UNICEF,GOES等） 

モニター(55インチ)：1台（OEI） 

モニター(42インチ)：1台（OEI） 

ワイヤレスマイク：2 台（UNICEF） 

音声ミキサー：1台（UNICEF） 

インターコムベース：1台（UNICEF） 

インターコム受信機：4台（UNICEF） 

オーディオヘッドホン：1台（UNICEF） 

編集室 

 

編集用パソコン 15台 (GOES, OEI) 

HDモニター14台 (OEI) 

タブレット端末 2台 (OEI)  

スピーカー 8台 (UNICEF) 

 

➢ サンタアナ教員研修センター、サンミゲル教員研修センター  

両教員研修センターにおいては、デジタル教材撮影・編集のための機材は保有されていな

い。教員研修用の機材としては、PC 20台、ならびに3台のプロジェクタや顕微鏡など保有機

材は僅かである。 

【施設・設備状況】 

本プロジェクトにより調達される機材の設置にあたり必要となる施設設備、各種ユーテ

ィリティの観点から現地調査を行った。概要は以下のとおりである。なお、電気設備、イ

ンターネット接続関連について後述の 2-2-1.関連インフラの整備状況に記載する。 

➢ セントラルフォーラム 

機材配置場所は構内に建設中のスタジオ棟（仮称）の各室である。各室はいずれも地上

階にあり、STUDIO 1 (約10.0m x 7m)、CONTROL ROOM 1 (約6.0m x 3.0m)、STUDIO 3 (約

11.7m x 5.8m)、CONTROL ROOM 3 (約6.0m x 3.0m)、STUDIO 4 (約14.5m x 7.2m)、

CONTROL ROOM 4 (約6.0m x 3.0m)の計6室である。この建屋は外構、仕上げ作業を残し9

割方完成しており、一部は撮影スタジオとして既に供用されている。施設設備、各ユーテ

ィリティとも機材の配置には問題はない。なお、本プロジェクトで調達される機材は教員

研修センターのものもセントラルフォーラムで一時保管され、一定期間の研修を職員に行



18 

 

った後、各センターに設置される計画である。これら機材の保管場所、研修室の所在も新

設棟で確認された。 

➢ サンタアナ教員研修センター 

機材設置場所として3部屋が確保されている。各室はいずれも地上階にあり、ROOM A 

(約10.0m x 3.6m)、ROOM B (約6.0m x 3.6m)、ROOM C (約6.0m x 3.6m) の計3室である。な

お、必要に応じ壁を撤去して一つの部屋に統合するなどの改修も可能との事であり拡張性

は高い。但し、ガラス窓にはルーバータイプが採用されており防塵性、防音性の観点から

サッシ窓への交換が必要である。なお、これらに対応するための予算申請はなされてお

り、2023年度中に支出される見込みである。 

➢ サンミゲル教員研修センター 

機材設置場所としては大、小の計2部屋が確保されている。各室はいずれも地上階にあ

り、ROOM A (約8.0m x 4.0m x H2.4m)、ROOM B (約3.0m x 2.5m x H2.4m)、の計2室であ

る。しかし、両室とも比較的狭く、ROOM Aについては中心に柱状の換気設備が設置され

ており、これはスタジオとしての運用に支障となる事が懸念されるため撤去することが望

ましい。他方、ROOM B については可能であれば隣接する倉庫エリア(約2.0m x 2.0m x 

H2.4m)を併合することが望ましい。また、ガラス窓はルーバータイプが採用されており防

塵性、防音性の観点からサッシ窓への交換が必要と見られる。なお、これらに対応するた

めの予算申請はなされており、2023年度中に支出される見込みである。 

 

2-2  プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1  関連インフラの整備状況 

本プロジェクトの計画機材の設置、運用にあたり関連のある主要インフラの状況は以下

の通りである。いずれの施設も障害となる状況は認められない。 

(1) セントラルフォーラム 

本プロジェクトの計画機材全てが本館に隣接する新棟に設置される。新設棟は 2023 年 3

月 13 日に建設業者より教員教育局に引き渡しがなされた。施設として機能するためには

更に内装（主に空調設備）が必要であり、そのための予算としてすでに USD80,000 が申請

されている。 

単相電源については、基準電圧 AC115V,60Hz に対する電圧降下・上昇は概ね 10%以内の

値であり。機材の運用に支障はない電源品質が確保されている。停電の発生頻度は数箇月

に一度程度、継続時間は 30 分以内の場合が多い。各施設は電力会社から 1 時間以内に復

旧される契約がなされている。停電事由の多くは送・配電線の補修等とのことであり、こ

の場合、電力会社より停電の事前連絡があるため業務に支障が生じることはほとんどな

い。従って自家発電設備の配置はなされていない。 

落雷関連については、既存棟の屋上に避雷針が設置されていることもあり、落雷による

施設並びに機材への被害の発生の記録は過去に無い。新棟についても既存棟に隣接した低

地に建設されているため本館の避雷針の効果が期待できる。 
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インターネット接続については、有線で 30Mbps 以上（アップロード、ダウンロード）、

Wi-fi ではチャンネル数 48 で 90Mbps 以上の実測値となっており、日常の使用に問題はな

い。 

機材搬入経路については、次の通りである。構内道路は全て舗装され正門から機材設置

場所である新築棟まではコンテナ積載のトレーラーの通行に支障のない幅が確保されてい

る。また新棟の正面には 20ｍ四方程度の駐車場があり荷卸しや開梱に利用できる旨先方の

確認を得ている。建屋への搬入は、機材の配置場所が地上階である事と、計画機材には重

量物が含まれない事から特に支障はない。 

 

(2) サンタアナ教員研修センター 

本プロジェクトの計画機材は既存棟に設置される。設置室全てにおいて修理・改修（塵

埃対策用の窓の設置、壁・柱の撤去による機材スペースの確保）が必要である。そのため

の予算として USD20,000 が申請されている。これらは 2023 年 8 月～9 月に支出される予

定である。 

単相電源のならびに落雷関連については、セントラルフォーラムと同様の状況であり、

問題点はみられない。 

インターネット接続については、有線は現在使用停止中であり Wi-fi ではチャンネル数

36 で 30Mbps 程度の実測値となっており、日常の使用に問題はない。 

機材搬入経路については、次の通りである。正門から荷卸し開梱場所と想定されている

駐車場から、建屋入口までは 100m 程度の距離がある。しかし、本施設に配置される機材

は小型のもののみで数量も少ない事から台車等の利用により支障なく搬入作業を行う事が

可能である。 

 

(3) サンミゲル教員研修センター 

本プロジェクトの計画機材は既存棟に設置される。設置室全てにおいて修理・改修（塵

埃対策用の窓の設置、壁・柱の撤去による機材スペースの確保）が必要である。そのため

の予算として USD20,000 が申請されている。これらは 2023 年 8 月～9 月に支出される予

定である。 

単相電源のならびに落雷関連については、セントラルフォーラムと同様の状況であり、

問題点はみられない。 

インターネット接続については、有線は現在使用停止中であり Wi-fi ではチャンネル数

36 で 25Mbps 程度の実測値となっており、日常の使用に問題はない。 

機材搬入経路については、サンタアナ教員研修センターと同じ状況である。正門から荷

卸し開梱場所と想定されている駐車場から、建屋入口までは 100m 程度の距離がある。し

かし、本施設に配置される機材は小型のもののみで数量も少ない事から台車等の利用によ

り支障なく搬入作業を行う事が可能である。 

 

 



20 

 

2-2-2 自然条件  

(1) 自然条件調査 

 エルサルバドルの気候は熱帯気候に属しており、1 年を通じて暑く、湿度もかなり高い。

季節は雨季が 5 月～10 月、乾季が 11 月～4 月に分かれる。地域による気候の違いはあまり

少ないが、高度により差がある。雨季は道路が冠水することもあるため、機材調達計画策定

にあたっては雨季の道路状況を考慮する。サンサルバドル市における 2023 年及び年平均の

降水量並びに気温のデータを以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●平均最高気温 ■平均最低気 

図 4 サンサルバドルの年間平均気温   図 5 サンサルバドルの年間平均降水量

（MSN天気、2023年）            （MSN天気、2023年） 

 

2-2-3 環境社会配慮 

 日本側負担による機材調達及びエルサルバドル側負担による機材据付対象施設における

既存機材の移動・廃棄、改修工事、設備工事において、環境・社会的影響は発生しない。し

たがって「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2022 年 1 月）上、環境への好ましく

ない影響は最小限であり、カテゴリ分類は「C」と判断される。 

 

2-3  当該国における無償資金協力事業実施上の留意点 

本プロジェクトの主管官庁である教育科学技術省は日本の無償資金協力案件の経験を有

していない。本プロジェクトの実施のためにはエルサルバドル側で以下の事項をスケジュ

ール通りに円滑に進めなければならない。 

 

(1) 免税対策 

本無償資金協力案件は機材案件のため、関連する税は機材調達に対する付加価値税（VAT）

と輸入関税（Custom duties)が想定される。教育科学技術省及び他国ドナーの実績を持つ現地

機材代理店、通関業者から情報を収集し、以下の免税プロセスが確認された。 

 

15

20

25

30

35

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112

気
温
（
℃
)

(月)

0

100

200

300

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112

降
水
量
(m
m
)

(月)



21 

 

【輸入貨物の輸入税、付加価値税免税の申請・承認プロセスの概要】 

a 契約業者が貨物をエルサルバドル国向けに船積みする。 

b 教育科学技術省は輸入通関業者から受け渡される船積み書類（船荷証券、インボイス、

パッキングリスト）および E/N の写しに申請書を添えて大統領府に提出する。 

c 大統領府は数日で免税許可書「Franquicia」を教育科学技術省に対して発行する。 

d 教育科学技術省は「Franquicia」を通関業者経由で税関に提出する。 

e 税関は免税扱いで教育科学技術省に対し貨物を受け渡す。 

 

2-4  その他（グローバルイシュー他） 

2-4-1  グローバルイシュー 

本プロジェクトの実施は以下の点においてグローバルイシューの解決に貢献するもので

ある。 

(1) 貧困削減、教育 

 エルサルバドルは、1 人当たり GNI が 4,720 ドル（2022 年、世界銀行）であり、高中所得

に分類されるが、国内の貧困率は依然として高く、特に都市部と地方部の貧困の格差が顕著

である。また、エルサルバドルは天然資源に乏しく、繊維・縫製業、コーヒーの特定産業に

依存しており、ハリケーンや地震といった自然災害に対する脆弱性も抱えている。エルサル

バドル政府は「クスカトラン計画」に基づき、生産性の向上・雇用促進を通じた持続可能な

経済成長、貧困削減による市民生活の質の向上、平等かつ包括的な教育の実現を優先課題と

して取り組んでいる。本プロジェクトの実施はこれらの目標達成に貢献するものである。 

 

(2) 人権・ジェンダー・障害主流化 

教育科学技術省はインクルーシブ教育を含め、様々な格差を是正し、全国の児童生徒や教

員に提供する教材の開発、制作、編集、出版、および教員養成や継続的な教員研修のための

教材開発、提供を推進している。本プロジェクトの実施はこれらの目標達成に貢献するもの

である。 

  

2-4-2  その他 

特になし。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３章 プロジェクトの内容 
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第 3 章 プロジェクトの内容 

3-1  プロジェクトの概要  

教育科学技術省は児童生徒の学習意欲を喚起するデジタル教材の制作を目指しており、

それに地域特性を盛り込むことも企図している。しかしながら現状は質と量の点でこれら

に対応できていない環境にある。本プロジェクトは、これら目標の達成のために撮影・編集

用機材を整備し、就学前及び初等・前期中等教育の質の向上を図るものである。 

また、JICA の対エルサルバドル国開発協力方針（2022 年 4 月）」の重点分野として掲げられて

いる「包摂的な開発の促進」においては、教育機会の拡充が明記されており、国別分析ペーパー

（2023 年 3 月）においても、エルサルバドルは地域をリードする立場であり、広域協力・南南協

力の実施・拡大を促進し、三角協力の形成を模索するとされている。さらに、事業戦略であるグ

ローバルアジェンダ「教育」では、「教科書・教材開発を中心とした学びの改善」を協力アプロー

チの一つとして掲げており、良質なデジタル教材の開発に資する本プロジェクトは同グローバル

アジェンダの中核をなす事業の一つである。 

以下に、プロジェクトの概要を示す。 

本プロジェクトの概要 

目 標 ： セントラルフォーラム及び国内 2 か所の教員研修センターにおい

て、デジタル教材制作のための機材を整備することにより、当国の

就学前から中等教育の児童生徒向けの質の高い教材開発の推進を図

り、もって当国の児童生徒の学習理解の促進に寄与する。 

概 要 ： ① 機材の内容 

➢ セントラルフォーラム： 

スイッチャー、コントロールパネル、ビデオモジュール、インジェ

スター、MAMサーバー、MAM サーバー用ソフトウェア、制御室用機材

ラック、スタジオ用機材ラック、インターカムシステム、波形モニ

ター、ビデオルーター、スタジオ用機材カメラ、屋外用ビデオカメ

ラ タイプ 1、ドリー付き三脚、一眼レフデジタルカメラ、カメラア

クセサリー、ドローン、レンズキット、無停電電源装置、4チャンネ

ルワイヤレスマイクロフォンシステム、ワークステーション、テレ

プロンプターシステム 

➢ 教員研修センター（サンタアナ、サンミゲル共通）： 

カメラセット、三脚セット、ワイヤレスマイクロフォンキット、ノ

ンリニア編集システム 

② コンサルテイング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

機材仕様作成業務、入札関連業務、調達監理業務、機材据付工事監

理業務。本プロジェクトではソフトコンポーネントは対象としない。 

③ 調達・施工方法 

基本的に日本調達とし、日本又は当国で調達困難な機材は第三国調

達とする。 

 



23 
 

対 象 サ イ ト ： セントラルフォーラム（ラリベルタ県）、サンタアナ教員研修センタ

ー（サンタアナ県）、サンミゲル教員研修センター （サンミゲル県） 

関係官庁・機関 ： 主管官庁：教育科学技術省（MINEDUCYT） 

実施機関：教育科学技術省教員教育局（DNFD） 

 

3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

(1) 基本方針 

本プロジェクトは、対象 3 施設のデジタル教材制作機材及びローカルリソース収集機材

一式の調達及び据付である。機材据付場所は各既存施設となる。ただし、サンタアナ及びサ

ンミゲル教員研修センター分を含めた全機材の搬入はセントラルフォーラムまでとなって

いる。セントラルフォーラムで全機材の検収が行われ、その後サンタアナ、サンミゲルの職

員に運用維持管理を含めた技術指導を行うこととなっている。これらの工程が終了後、教育

科学技術省の責任・負担において各教員研修センターへ機材が移送され、機材の設置が行わ

れる。 

本プロジェクトでは 2022 年 7 月に実施した情報収集・確認調査の際に教員教育局より提

出された要望機材リストをたたき台とし、機材の内容、仕様及び数量についての調査を実施

した。本調査時の要請内容は表 12 の通りである。 

表 12 要請機材概要 

対象サイト、要請機材数 機材内容 

セントラルフォーラム 

175 items 

Priority A： 168 items 

Priority B：   7 items 

ビデオ撮影・照明システム、ポストプロダクション（撮影

後のデータ加工から最終化まで）、2D/3D 教材作成システ

ム（アニメ映像を含む） 

機材設置場所：新設セントラルフォーラム（2023 年 3 月 13

日竣工。空調、カーペットの設置などは教員教育局によっ

て 2023 年 10 月までに実施される） 

教員研修センター (サン

タアナ、サンミゲル)  

50 items  

Priority A： 43 items 

Priority B：  7 items 

ローカルリソース収集用録画・録音機器、簡易撮影／編集

機材（粗素材制作用）など 

機材設置場所：各施設に 2～3 室在り。小規模の改修が必要

だが予算措置済み 

注：上記機材数（合計 225）は機材本体に加え付属品も 1item として算出している。概略事業費積算段階

で本体＋付属品を 1item として整理し、さらに優先順位 B 機材を削除した結果、機材数はセントラルフ

ォーラムで 98、CFD で 35、合計 133 となった（P26 表 15 計画機材リスト参照） 

機材設計の基本方針としては以下の 2 項目及び弊社の選定基準を基に教員教育局と協議

をすすめた。具体的には 2022 年 7 月に提出された内容を基に 2023 年 5 月の現地調査に臨

み、現場確認及び教員教育局との協議を通じて、機材構成を最終化した。要請機材には優先

順位（A, B）を付け、事業費積算における機材採用の参考とした。 
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a. マルチモーダル教育戦略に則り、放送、インターネット、ラジオ等の各プラットフォー

ムに対応し、エデュテイメント（Edutainment: Education + Entertainment）を盛り込んだ

デジタル教材の開発・制作に資する機材構成とする。 

b. ローカルリソースの収集といった地方教員研修センターの新しい役割・機能を付与す

るための機材構成とする。 

【機材選定/仕様・数量検討基準】 

要請機材は以下の機材選定/仕様・数量検討基準を基に精査する。 

表 13  機材/仕様/数量検討基準 

①  デジタル教材制作計画との整合性 

②  運営維持管理体制、予算措置との整合性（現状、将来） 

③  機材設置施設・設備との整合性（現状、将来） 

④  陳腐化が早い機材ではないか？ 

⑤  耐用年数の短い機材ではないか？ 

⑥  機材運用において消耗品等が高額ではないか？ 

⑦  アフターセールスサービス（消耗品・スペアパーツの供給、修理など）が確保で

きるか？ 

⑧  他ドナーと重複していないか（UNICEF、BCIEなど） 

 

3-2-2 基本計画 

(1) 全体計画 

本プロジェクトの計画機材は対象サイトの既存施設に据え付けられる。以下に機材据付

予定施設および対象機材についてまとめる。 

表 14  機材据付予定施設および対象機材 

対象サイト 主な対象機材 設置室 

セントラルフォ

ーラム 

スイッチャー、コントロールパネル、ビデオ

モジュール、インジェスター、MAMサーバー、

MAM サーバー用ソフトウェア、制御室用機材

ラック、インターカムシステム、波形モニタ

ー、ビデオルーター、テレプロンプターシス

テム 

Control room 1,3,4 

スタジオ用機材カメラ、スタジオ用機材ラッ

ク、屋外用ビデオカメラ タイプ 1、ドリー付

き三脚、一眼レフデジタルカメラ、カメラア

クセサリー、ドローン、レンズキット、無停

電電源装置、4 チャンネルワイヤレスマイク

ロフォンシステム 

Studio 1,3,4 

ワークステーション 制 作 準 備 室 （ pre-

production ）、 編 集 室

（post-production） 
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教員研修センタ

ー（サンタアナ） 

カメラセット、三脚セット、ワイヤレスマイ

クロフォンキット、ノンリニア映像編集シス

テム 

Room 1、Room 2 

教員研修センタ

ー（サンミゲル） 

同上 Room 1、Room 2 

 

(2) 機材計画 

1) 要請機材最終化のプロセス 

調査開始時点でのセントラルフォーラム、サンタアナ及びサンミゲル教員研修センターの

機材現況は次の通りである。 

➢ セントラルフォーラム 

セントラルフォーラムにおいては、映像コンテンツ撮影・編集機材、音声コンテンツ録音・

編集機材、並びにこれらに関連する各種資機材等が保有されている。これら機材はUPMEの

担当者により維持管理がなされており、いずれも良好な状態に保たれている。なお、保有機

材の大半はUNICEF、OEI等からの供与機材である。 

コンサルタントは上記調査結果及び 2022 年 7 月に教員教育局より提出された要望機材リ

ストをもとに以下のプロセスで要請機材を整理した。また、11 月閣議見送りによって、全

体の事業見直しが行われ、その後削減案を策定、2024 年 1 月の協議を経てエルサルバドル

側と合意したものが最終化された。 

【セントラルフォーラムからの要請内容の確認】 

① セントラルフォーラムのデジタル教材制作実績及び将来計画の確認 

② 既存機材の数量、使用状況、状態の確認をし、運営維持管理状況を把握 

③ 要請機材の最終化 

④ 機材毎に仕様案の確定 

⑤ 施設規模、要員人数を基にした数量設定 

➢ サンタアナ、サンミゲル教員研修センター 

前述の通り、両センターには本プロジェクトの実施に資する機材は存在していない。要請内

容はUPME職員により選択され、弊社の上記プロセスによって最終化された。 

2) 数量設定 

機材の数量はその用途・使用人数に応じて設定される。本プロジェクトの想定予算を前提に、

デジタル教材制作工程別要員数及び機材を設置する諸室の面積から適切な数量を算出する。 

3) 機材の基本的仕様  

仕様については、使用者の技術水準、既存機材を基に、具体的には次の事項を念頭に基本的

仕様を設定する。 

① 3 サイトの現状（施設、既存機材の状態） 

② 使用者の技術水準と組織体制（機材の運用・維持管理） 
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③ デジタル教材の内容・質に整合する仕様（例：エデュテイメントの要素を含むデジ

タル教材） 

④ 機材運用・維持管理に資する予算措置の有無 

4) 計画機材  

上記方策に従い最終化した要請機材リストに基づき事業費積算を行った結果を計画機材リ

ストとして下記に示す。 

 

表 15 計画機材リスト 
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(3) 自然環境条件に対する方針 

エルサルバドルの気候は熱帯気候に属しており、1 年を通じて暑く、湿度もかなり高い。

季節は雨季が 5 月～10 月、乾季が 11 月～4 月に分かれる。地域による気候の違いはあまり

少ないが、高度により差がある。雨季は道路が冠水することもあるため、機材調達計画策定

にあたっては雨季の道路状況を考慮する。 

 

(4) 調達事情に対する方針 

1) 機材調達 

サンサルバドル市内での調達事情調査の結果を踏まえ、デジタル教材制作・編集システム

は本邦、第三国調達を前提とし、PC、Workstation 等は現地調達を計画する。調達計画策定

に際しては、なるべくエルサルバドル国内もしくは隣国に代理店・販売店を置くメーカーの

機材を選定し、アフターセールスサービスで技術者を派遣しやすい環境が整うよう留意す

る6。日本や欧米メーカーの製品であっても、価格競争力を維持するために生産工場を東南

 
6 一部の本邦メーカー及び第三国メーカー（特に米国）はサンサルバドル市内に正規代理店を有し、他ドナーのプロジ

ェクトへの納入実績があることを確認している。汎用性のある ICT 機器については、据付工事まで対応できる販売店が

エルサルバドル市内に存在し、他ドナーのプロジェクトへの納入実績を有している。 
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アジア地域や中国に置く状況にあるため、原産国はこれらの国であっても可とする。ただし

機材の品質を担保するために、調達に際しては日本、および DAC あるいは OECD 加盟国に

本社登録されたメーカーの製品であることを条件とする。 

2) 輸送経路 

全ての機材について日本側でサイトまで輸送を行う。輸送範囲は日本また第三国からエ

ルサルバドル国サンタテクラ市内のセントラルフォーラムまでとする。なお、教員研修セン

ターには配送せずセントラルフォーラムに全機材を納入することでエルサルバドル側と合

意している。輸送経路については以下のルートを原則とする。 

日本または第三国の主要港 →
海上輸送

エルサルバドル国（アカフトラ港） →
陸上輸送

サイト 

 

米国、EU 国内主要空港 →
航空輸送

エルサルバドル国（コマラパ国際空港） →
陸上輸送

サイト 

 

3) 輸送方法 

海上輸送については、日本または第三国からエルサルバドル国のアカフトラ港まではコ

ンテナ定期船による海上輸送とし（20/40ft コンテナ）、アカフトラ港からサンタテクラ市内

のサイトまではトラックにて輸送、荷下ろし渡しとする。一部の機材は精密機械を含んでい

ることから、航空便にてコマラパ国際空港まで輸送する。通関後、空港からサンタテクラ市

内のサイトまでトラックにて輸送、荷下ろし渡しとする。 

4) 輸送梱包 

輸送梱包は原則として密閉防湿木箱梱包とする。メーカーおよびメーカー代理店にて出

荷用の初期梱包を施した上で、梱包所にて木箱梱包を行うこととする。 

(5) 現地業者の活用に係る方針 

現地業者については、AV 機材メーカー代理店及び ICT 機材メーカー代理店による納入・

設置・取り扱い説明、アフターセールスサービス（メンテナンス、消耗品・交換部品の調達）

などの活用などが想定される。 

(6) 日本企業活用に係る方針 

本プロジェクトは、施設・機材等調達方式無償資金協力による機材調達を目的としている

ことから、機材調達業者は本邦に本社登録を行っている商社となる。一部の AV 機器につい

ては概ね日本調達を前提とし、一定規模で日本企業を活用することとする。また、機材の設

置、取扱い／維持管理説明については現地業者を活用しつつ、本邦の専門業者（AV・ICT 機

器システムインテグレーター）が契約商社の下で関連業務を遂行することが望ましい。 
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(7) 運営維持管理に対する方針 

本プロジェクトの機材調達により各サイトではその運用維持管理に係る費用が増額とな

ることが見込まれる。したがって初期操作指導には充分な時間をとり、引渡し後の教職員に

よる機材の誤操作や交換部品・消耗品の誤発注などによる不要な費用負担が発生しないよ

うにするとともに、通常のメンテナンスを指導内容に含め、同指導を通じて各人の理解を図

ることとする。なお、本プロジェクトで要請されている機材の一部は既存機材（同等品）と

して問題なく使用されており、教員教育局の現行体制で運用・維持管理に問題はない。 

(8) 調達方法、工期に係る方針 

本プロジェクトで計画する機材の調達国の設定においては、本邦、現地、第三国を機材ご

とに設定する。また、機器製造期間、船積み・輸送期間及び据付工事等にかかる期間を踏ま

え、さらに先方負担による既存施設改修工事の工期を検討した上で計画機材の調達計画及

び工期を設定することとする。 

 

3-2-3 概略設計図 

主要機材（デジタル教材制作用撮影・編集機材）は下記 ST（STUDIO）及び CR（CONTROL 

ROOM）に設置される。 
 

 

図 6 セントラルフォーラム主要機材配置図 
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3-2-4 調達計画   

3-2-4-1 調達方針  

本計画は、日本国政府により閣議承認され、交換公文（Exchange of Notes、E/N）および

贈与契約（Grant Agreement、G/A）が署名された後、正式に実施される。E/N、G/A の署名

後、速やかにエルサルバドル実施機関と日本国法人のコンサルタントがコンサルタント契

約を結び、計画の詳細設計業務を行う。詳細設計後、日本国法人の機材調達業者選定のた

めの入札が行われ、落札した業者とエルサルバドル実施機関の間で業者契約が締結され、

デジタル教材制作機材の納入・据付が実施されることとなる。 

(1) 事業実施体制 

1) エルサルバドル側実施体制 

本計画の主管官庁は教育科学技術省であり、実施機関は教員教育局、対象サイトはセント

ラルフォーラム、サンタアナ教員研修センター、サンミゲル教員研修センターである。本計

画に関連するエルサルバドル側負担事業は教員教育局が実施する。 

2) JICA 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、エルサルバドル政府との間で G/A を締結し、本

計画が無償資金協力の制度にしたがって適切に実施されるよう実施監理を行う。 

3) コンサルタント 

両国政府による E/N、G/A の締結後、日本国法人のコンサルタントは、日本国の無償資金

協力の手続きに従い、直ちにエルサルバドル側とコンサルタント契約を結ぶ。この契約に従

い、以下の業務を実施する。 

① 詳細設計：計画内容の最終確認、詳細設計図書（計画に含まれる機材に関する仕様

書やその他の技術資料）の作成等の詳細設計業務 

② 入札業務：実施機関が行う機材調達業者選定のための入札･契約に関する入札関連

業務（入札図書作成、入札業務、入札評価、業者契約） 

③ 調達監理：機材調達、納入、据付、操作指導、保守管理指導に対する監理業務 

④ 保守サービスの監理：保守サービスの実施状況と機材状況の確認業務 

 

「詳細設計」とは、協力準備調査報告書に基づき機材計画の詳細を決定し、それらに関す

る仕様書、入札条件書、及び機材調達に関する契約書案等からなる入札図書を作成すること

を示し、機材調達に必要な費用の見積りも含まれる。また実施機関が行う機材納入・据付業

者の入札による選定への立ち会い、契約に必要な事務手続きおよび JICA への報告等に関す

る入札関連業務を実施する。 

「調達監理」とは、機材納入・据付業者が実施する業務について、契約書どおりに実施さ

れているか否かを確認し、契約内容の適正な履行を確認する業務を指す。さらに、計画実施

を促進するため、公正な立場に立ち、関係者に助言、指導、関係者間の調整を行うもので、

主たる業務内容は下記のとおりである。 

① 機材納入・据付業者より提出される機材仕様書その他図書の照合及び承認手続き 
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② 納入される機材の数量、品質・性能の出荷前検査及び承認 

③ 機材の納入・据付、取扱い説明の確認 

④ 据付前工事進捗状況の把握と報告 

⑤ 機材の完成検査および引渡しへの立会い 

コンサルタントは、上記業務を遂行する他、日本国政府関係機関に対し、本計画の進捗状

況、支払手続き、完了引渡しなどについて報告を行う。 

4) 機材調達・据付業者 

本計画に係る機材調達・据付業者の発注先は、一定の資格要件を有する日本国法人に限定

され、資格制限付一般入札によって請負業者が選定される。 

機材調達・据付業者は、契約に基づき機材の調達・搬入・据付を行い、エルサルバドル側

に対し当該機材の操作と初期操作指導を行う。また、機材引渡し後においても、継続的に機

材のスペアパーツ及び消耗品の保証期間中の無償供給及び保守サービス契約満了後の有償

供給、技術サポートを受けられるべく、機材供給メーカー・代理店の協力のもとに後方支援

を行う。 

5) 事業実施体制 

事業実施段階における各機関の関係と事業推進の体制を下図に示す。 

 

図 7 本プロジェクトにおける事業実施体制 

 

機材調達業者

交換公文

（E/N）

贈与契約

（G/A）

在エルサルバ

ドル国

日本大使館
外務省

日本国政府機関

教育科学技術省 （MINEDUCYT）

カリキュラム局、教員教育局

【対象施設】

・セントラルフォーラム（サンタテクラ）

・サンタアナ教員研修センター

・サンミゲル教員研修センター

エルサルバドル国政府機関

契約

・業務主任

・機材計画

・調達・設備計画

・検査技術者

・常駐調達監理技術者

・調達監理技術者

コンサルタント

コンサルタント契約 機材調達契約

JICAエルサルバ

ドル事務所
JICA本部

JICA
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3-2-4-2 調達上の留意事項 

(1) 紛争下における対応 

ロシア/ウクライナ紛争、イスラエル/パレスチナ紛争により計画機材製造用部品の納期遅

延、輸送費の増加、輸送スケジュール計画策定などに影響が出ることが懸念される。本プロ

ジェクトの実施にあたり、これらの情報を常に更新し、調達監理業務の精度を高める。 

(2) 機材据付技術者の派遣  

本プロジェクト実施後、調達機材が継続的かつ適正に運用されるためには、機材の適切な

操作及び維持管理法を伝達することが極めて重要である。したがって、機材据付技術者は、

各機材の取り扱いに習熟した技術者を選定するとともに､取り扱い説明（操作技術､簡易な

修理技術や点検方法等）には十分な時間をとり､エルサルバドル側担当者の理解度を十分に

確認しつつ実施する。 

3-2-4-3 調達・据付区分 

 本計画の実施は日本とエルサルバドルとの相互協力により実施される。本プロジェクト

は日本国政府の無償資金協力により実施される。両国の施工区分／調達区分で特記すべき

項目は次表のとおりである。 

表 16 負担業務区分表 

業務内容 日本 

負担業

務 

エルサルバドル 

負担業務 □ 機材調達関連 

- 機材調達 ○  

- 機材据付工事 

（ 

○  

- 試運転調整 ○  

- 使用方法など指導 ○  

- 機材設置に係る法的手続き・検査など  ○ 

□ 設備工事 

- 建物内のユーティリティ設備工事 (○) ○ 

- 調達機材への電源など接続工事 ○  

□ 機材保管場所の確保  ○ 

□ 不要機材の廃棄  ○ 

□ 輸送・通関業務 

- サイトまでの機材輸送（セントラルフォーラムからサ

ンタアナ、サンミゲル教員研修センターまでの輸送はエ

ルサルバドル側の負担） 

○ (○) 

- 通関業務 ○ ○ 

- 免税措置  ○ 

□ 銀行取り決めと手数料の支払い  ○ 

□ 本業務関係者の出入国・滞在に必要な便宜調達 

許可・手続きに関する便宜調達 

 ○ 

□ 調達機材の適切で効果的な運用・管理  ○ 
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□ 本業務実施に必要な許可手続き  ○ 

□ 無償資金協力に含まれない全ての関連業務 

 

 

用負担 

 ○ 

 

3-2-4-4 調達監理計画 

(1) 調達監理の基本方針 

日本国政府が実施する無償資金協力の方針に基づき、コンサルタントは概略設計の趣旨

を踏まえ、実施設計業務を含む一貫したプロジェクト監理を行うこととする。本計画の調

達監理に対する方針は以下の通りである。 

① 両国関係機関の担当者と密接な連絡を行い、遅滞なく機材調達が完了することを

目指す 

② 機材調達業者とその関係者に対し、公正な立場で迅速かつ適切な指導・助言を行う 

③ 機材据付、引渡し後の運用管理について、適切な指導・助言を行う 

④ 機材据付工事が完了し、引渡し検査によって契約条件が満たされたことを確認し

た上で、検収・引渡しに立会い、エルサルバドル側の承認を得てその業務を完了さ

せる 

 

(2) 調達監理体制と業務内容 

本プロジェクトの調達先は、日本、エルサルバドルまたは第三国である。日本または第

三国における船積の際には、船積港にて第三者検査機関による船積前機材照合検査を実施

する。コンサルタントは第三者機関から提出される検査証の内容を書面にて確認する。本

プロジェクトで調達される機材には、騒音、有毒ガス、その重量および運転時に発生する

振動などの点で使用上留意するものはないが、これらについても入札評価時に再確認を行

う。コンサルタントは検査完了確認後、速やかに検査報告書を教員教育局宛てに発行し、

報告を行う。また、全機材について据付工事・初期操作指導・運用指導の完了後、教員教

育局責任者、機材調達業者、コンサルタント立会いの下、検収・引渡しが行われる。検収

においては、契約書に示された内容と、モデル名、原産地、メーカー名、ODA ステッカー

貼付の有無、外観検査などを実施する。 

機材の調達監理にあたっては、以下の体制で実施する。 

⚫  業務主任（1 名） : 検収・引渡し業務 

⚫  常駐調達監理技術者（1 名） : 据付工事・初期操作指導の全期間に係る調達監理業

務全般 

⚫  調達監理技術者（1 名） : 運用指導に係る調達監理業務全般 

⚫  検査技術者（2 名） : 業者契約後の打合せ業務、出荷前検査立会い、船積

前機材照合検査の準備・検査証明書内容の確認 
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3-2-4-5 品質管理計画 

本計画の計画機材は、日本メーカーに加え第三国まで調達範囲を広げるが、価格のみで

採用されることがないよう、DAC あるいは OECD 加盟国や指定した国の製品に限定する

ことや JIS マークや CE マーク等の国際規格にて機材の品質を確認できることなどの一定

の制限を設け、機材としての品質を確保する。 

さらに、本計画で調達される機材は完成品であることから、工場出荷前検査および船積

前機材照合検査により調達機材の品質管理を行う。工場出荷前検査は、工場等でメーカー

特有の梱包を要する機材、精密機械、システム製品など、船積み前機材照合検査のみでは

充分な品質確認が難しい機材を対象に行う。船積み前機材照合検査は、日本調達品、第三

国調達品を対象に船積み港（または空港）周辺の指定倉庫にて行う。 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

エルサルバドルで製造されている機材は無く、日本製品、あるいは第三国製品を調達す

ることになる。サンサルバドル市内には当該機材の代理店は存在している。スペアパーツ

等の購入、アフターセールスサービスについても、現地代理店から直接、もしくは現地代

理店を通して各メーカーからの対応を依頼するといった方法によりサンサルバドル市内に

おける対応が可能である。本調査では調達が想定されるメーカーの現地代理店がセントラ

ルフォーラムへの納入実績を持ち、アフターセールスサービスを実施していることが確認

された。主要機材を以下のとおり示す。 

表 17 主要機材リスト(100万円以上) 

機

材

番

号 

要請 

番号 
機材名 

主な仕様または構成 

台

数 
使 用 目 的 

1 CF-A-1 映像切替装

置（スィッ

チャー） 

映像方式: 4K/HD/SD に対応,  

デジタルビデオ入出力(HD/SD-SDI): 入力 

x8/出力 x 8 を装備,  

最大入力解像度: 

1080p60(SDI)/2160p60(NDI),  

最大出力解像度: 2160/60pに対応,  

レコードチャンネル数: 4,  

スイッチャーチャンネル数: 52,  

DSK/KEY レイヤー数: 各 4,  

バーチャルセットのシーン数: 53 カテゴリ

ー 

3 コントロール

ル ー ム 用 機

材。カメラか

らの映像を合

成・出力する。 
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2 CF-A-2 映像切替装

置用制御盤

（スィッチ

ャー用コン

トロールパ

ネル） 

機器構成: スイッチャー制御パネル, カメ

ラ用ジョイスティック制御器, タリー装置 

主仕様:  

1. スイッチャー制御パネル 

コントロールパネル: 4 段,  

ソースボタン: 72 個,  

T バー: マルチモード T バー x 4 個,  

メディア: メディアプレーヤー・コントロ

ール・キーパッド x 2 個,  

ジョイスティック: マルチモードジョイス

ティック x 2, 接続: NIC 

2. カメラ用ジョイスティック制御器 

エンコーダー: 4,  

プログラミングポート: Micro USB,  

ネットワークポート: RJ45 

3. タリー装置 

演出者およびカメラマン用カメラ選択表示

ランプ x3 

1 コントロール

ル ー ム 用 機

材。カメラの

遠隔操作、タ

リー（カメラ

ランプ）の表

示 な ど を 行

う。 

4 CF-A-4 デジタル映

像・ネット

ワーク装置

用インター

フェースビ

デオモジュ

ール 

ビデオ入力: NDI/SRT/SDI/RTMP/RTSP, ビデ

オ出力: NDI, SDI, IP 入出力: 8 系統, SDI

入出力:HD-BNC x 8 系統, 4K UHD SDI 入出

力: 12G-SDI/6G-SDI/クワッドリンク 3G-

SDI x 2 系統, メディア: 8 系統 

3 コントロール

ル ー ム 用 機

材。映像の合

成、出力を行

う。 

7 CF-A-8 データーフ

ァイル管理

装置 

SDI 入力: 8 チャンネル(8 チャンネル), IP

入力: MPEG-2 TS (SPTS, MPTS) など, VTR

コントロール: VTR コントロール(9 ピン ソ

ニープロトコル)対応, 外部 API コントロー

ル: Web Service, RS422(9 ピンソニープロ

トコル), タイムコードソース: DI 入力

(VITC/VBI)/RS-422/アナログ LTC/PC クロッ

ク/フリーラン, 出力ファイルフォーマッ

ト: ProRes/DNxHD/HR/AVC 

Intra/XDCAM/HEVC/XAVC (Class 

300/480)/MPEG-2/JPEG/非圧縮など 

1 スタジオで制

作されたデジ

タルコンテン

ツ の 収 録 機

材。複数スタ

ジオ映像の収

録が可能。 

8 CF-A-9 アプリケー

ションソフ

ト管理サー

バー 

システムアーキテクチャ: 2U デュアルコン

トローラー統合システム/ブロック・ストレ

ージおよび StorNext 環境対応のフェイルオ

ーバー機能搭載/電源および冷却の完全冗長

化, コントローラー: 各コントローラーに

専用の高コア数・高クロックの AMD Server 

CPU/128GB RAM/PCIe4 対応デュアル NVMe ブ

ート・ドライブを搭載, ストレージ: 1 シ

ステムにつき RAID 6 でフォーマット済みハ

ードドライブ×12, 接続: クアッドポート

25GbE ネットワーク・カード×2 

1 データをファ

イルベースで

管理するサー

バー。インデ

ックス自動生

成可能。 
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9 CF-A-10 アプリケー

ションソフ

ト管理サー

バー用ソフ

トウェア 

ファイル・データを管理目的にデータの作

成から完了まで、データ・ライフサイクル

管理を行います。データが NVMe または SSD

から HDD、テープ、またはクラウドに至る

までのストレージ・メディア間を移動する

際も、継続的なアクセスが可能です。 

1 上記機材用。 

11 CF-A-14 55”モニタ

ー 

ディスプレイサイズ: 55 インチ, ディスプ

レイタイプ: 液晶パネル, 映像解像度: 4K, 

入力: コンポジットビデオ x 1,/HDMI x 4/

アナログ音声 x 1, ディスプレイスタンド: 

1260, 1460, 1660mm 三段階高さ調整可能, 

キャスター付 

1 コントロール

ルーム用モニ

ター。 

15 CF-A-19 制御室用ネ

ットワーク

スィッチ 

ポート数: 30, ポートタイプ: 

1Gx26/SFP+x2, POE+ポート数: 24, ラック

マウント: 1U, SFP+10GBASE-T モジュール

および SFP+モジュール付 

1 コントロール

ルーム用機材。

主にスタジオ

の 機 材 と の

Data 通信用。 

18 CF-A-24 制御室用機

材ラック 

実装機器: スイッチャー, ビデオモジュー

ル SDI/NDI, ビデオルーター, ラックモニ

ター, 波形モニター, インジェスター, MAM

サーバー, ネットワークスイッチ, 入出力

パネル, NFB など 

1 左記機材の収

納ラック。 

19 CF-A-27 スタジオ用

機材ラック 

実装機器: 4 チャンネル無線受信機, アン

テナ, 16 入力/16 出力アナログ/Dante 変換

器, ネットワークスイッチ, パワーアンプ, 

入出力パネル, NFB など 

1 左記機材の収

納ラック。 

20 CF-A-30 制御室・ス

タジ間通信

システム 

システム構成: ベースステーション, 電源, 

グースネックマイク, ネットワークスイッ

チ, アクティブ指向性アンテナ, 携帯受信

機, 有線ベルトパック, ヘッドセット, イ

ヤホン, イヤホンケーブル, バッテリー, 

バッテリー充電器等 

1 コントロール

ルーム⇔スタ

ジオのコミュ

ニケーション

用機材。 

22 CF-A-40 映像信号監

視装置 

映像信号フォーマット: SDI/3G-A/3G-B-

DL/6G/12G,表示器: 7 型 TFT 液晶, 解像度: 

1920x1080, タッチパネル: 静電式タッチパ

ネル, U 制御端子: USB2.0, 外部同期入力: 

1 系統 2 端子, モニター出力: SDI 出力端

子, ヘッドホン出力: 3.5mm ミニジャック, 

オーディオ表示機能: 装備, 付属品: AC 電

源アダプター, ラックマウントアダプター, 

ブランクパネル等 

1 映像・ビデオ・

オーディオ信

号測定器。 
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23 CF-A-41 映像機器接

続装置 

機器構成: ビデオルーター, ビデオルータ

ー用制御器, 12G-SDI 対応ラックマウント

Ultra HD モニター, フォーマットコンバー

ター, 32 インチ 4K モニター, 3G-SDI 対応

アナログオーディオエンベッダー/ディスエ

ンベッダー等 

単一のビデオ入力を複数のビデオ出力に接

続することも可能。1 台のモニターであら

ゆるソースを確認できる。 

1 SDI(Serial 

Digital 

Interface) 機

器をつなぎ、複

数のビデオ入

力を複数ビデ

オ出力に接続

可能。 

24 CF-B-1 スタジオ用

カメラ 

機器構成: カムコーダー, レンズコントロ

ーラー, PTZ カメラ 

1 デジタル教材

制作用スタジ

オカメラ。 

25 CF-B-2 屋外用ビデ

オカメラ 

タイプ１ 

レンズマウント: E マウント, 撮像素子: 

35mm フルサイズ相当単板 CMOS イメージセ

ンサー, 画素数: 総画素数: 約 1290 万画

素、有効画素数: 約 1026万画素, 出力: 

SDI/HDMI, 入力: TC/音声, マイク: 内蔵 

3 デジタル教材

制作用屋外ビ

デオカメラ。 

27 CF-B-5 ドリー（キ

ャスター）

付三脚 

機器構成: 三脚 3 種類, ドリー 

1. 三脚 

使用時高さ: 850～1735mm,  段数: 3 段, 

ケース付 

2. 三脚 

使用時高さ: 560～1660mm,  3 段, ケース

付 

3. 三脚 

使用時高さ: 562～1662mm,  段数: 3 段, 

ケース付 

4. ドリー 

縮長: 475 mm, スライド幅: 155 mm, キャ

スター径: φ100 mm 

1 上記カメラ用

移動可能三脚。 

28 CF-B-7 一眼レフデ

ジタルカメ

ラ 

型式: レンズ交換式デジタルカメラ, レン

ズマウント: E マウント, 撮像素子: 35mm

フルサイズ (35.9 x 24.0mm)、Exmor RS 

CMOS センサー, カメラ有効画素数: 約 5010

万画素, 全画素超解像ズーム: 約 2 倍(静止

画時)/約 1.5 倍 (4K), 約 2 倍 (HD) (動画

時), シャッター方式: オート / メカシャ

ッター / 電子シャッター 

4 デジタル教材

制作用スチル

カメラ。 

29 CF-B-8 カメラアク

セサリー 

機材構成: ジンバル, SD メモリーカード, 

カメラバッテリー, バッテリー充電器, カ

メラ用ケージ, ハンドル延長リグ, フォロ

ーフォーカス, V マウントバッテリープレ

ート, モジュラー マット ボックス, V マ

ウント充電池+充電器, フォーカスリングギ

ヤー, モニター用取付アダプター, ND フィ

ルター等 

1 上記用付属品。 
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30 CF-B-13 ドロー

ン 

最大上昇速度: 8m/s, 最大下降速度: 6m/s, 

最大飛行速度（海抜ゼロ地点、無風: 21m/s, 

運用限界高度: 6000m, 最大飛行時間(無風): 

43 分, 最大ホバリング時間(無風): 37 分, 最

大飛行距離: 28km, 最大傾斜角度: 35°, 内

部ストレージ: 1TB, イメージセンサー: 4/3

型 CMOS, 有効画素数: 20 MP, レンズ: 24 

mm(焦点距離), 絞り: f/2.8～f/11, フォーカ

ス: 3 m ～ ∞, 動画解像度: 4K( 3840×

2160) 

2 デジタル教材

制作用（主に地

形、自然環境） 

31 CF-C-1 レンズ

キット 

レンズキット構成: PL マウントレンズ 8 種(FF 

16mm T2.8 PL マウント, FF 25mm T2.1 PL マ

ウント, FF 35mm T2.1 PL マウント, FF 50mm 

T2.1 PL マウント, FF 75mm T2.1 PL マウン

ト, FF 100mm T2.1 PL マウント, FF 125mm 

T2.1 PL マウント, FF Macro 90mm T2.8 PL マ

ウント, 収納ケース) 

1 CF-B-8 用レン

ズセット。 

46 CF-D-6 照明器

具制御

装置 

スクリーン: 9.7 インチ, 対応ユニバーサル

数: 2, DMX 出力: 2, 対応灯体: 1024ch, 灯

体用フェーダー: 20, 色調、彩度調整エンコ

ーダー: 可能, 属性エンコーダー: 4, マスタ

ーフェーダー: キューの再生用フェーダーx1 

/ チェイス用フェーダーx10, キュー保存用セ

クション: 複数の場所に保存可能, USB ポー

ト: 2, ネットワーク: ArtNet/aACN/Pathport

を介したネットワーク操作による DMX 出力が

可能, 外部モニター: 1920x1080 HDMI, オー

ディオ入出力: あり, MIDI: 対応可 

1 スタジオ照明

機材の遠隔制

御操作卓。 

66 CF-E-2 無停電

電源装

置 

タイプ: ラックマウント式, 容量: 

10kVA/9kW, 入力電圧: 240V, 出力電圧: 

240/120V あるいは 120V, 交流電圧：±1%, 効

率：83%(バッテリーモード), 充電時間: 9 時

間で 90%, LCD パネル: UPS ステータス/負荷レ

ベル/バッテリレベル、/入出力電圧/放電タイ

マーおよび障害状態, 警報音: バッテリーモ

ード/バッテリー低下/過負荷/障害等 

5 停電対策用ラ

ックマウント

タイプ UPS。 

70 CF-F-5 4 チャン

ネルワ

イヤレ

スマイ

クロフ

ォンシ

ステム 

機器構成: 4 チャンネルデジタルワイヤレス受

信機/アクティブ指向性アンテナ/アンテナ分

配器/ワイヤレスボディパック型送信機/超小

型エレクトレットコンデンサー型ラベリアマ

イクロホン/充電池/充電器/電源等 

1 スタジオ収録

用マイクロフ

ォンシステム。 
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77 CF-F-23 音声編

集用ラ

ップト

ップパ

ソコン 

機器構成: ラップトップ PC x4, DAW 編集ソフ

トウェア x4, USB メモリーカード x4, USB ア

ダプター x4 

1 音声・音楽加工

/制作用 PC。

DAW:Digital 

Audio 

Workstation。 

80 CF-F-29 デジタ

ル式音

声ミキ

サータ

イプ 1 

機器構成: デジタルミキシングコンソール, 2

入力/10 出力音声分配器, モニターコントロー

ラー, ボリュームコントローラー, パワード

スピーカー 

1 音声合成・出力

用ミキサー。 

87 CF-G-1 データ

収録ス

テーシ

ョン 

CPU: AMD Ryzen V1500B, CPU 数量: 1, CPU ア

ーティテクチャ: 64-bit, CPU 周波数: 4-core 

2.2 GHz, システムメモリ: 4 GB DDR4 ECC 

UDIMM, ストレージベイ: 12, RJ-45 1GbE LAN

ポート: 4, USB 3.2 Gen 1 ポート: 2, 拡張ポ

ート: 1, ファイルシステム: Btrfs/EXT4 (内

部ドライブ), 

Btrfs/EXT4/EXT3/FAT/NTFS/HFS+/exFAT (外部

ドライブ)等 

1 セントラルフ

ォーラムで制

作するデジタ

ル教材 Data の

保管用。 

93 CF-H-7 ワーク

ステー

ション 

プロセッサー: 第 12 世代 インテル Core I'-

12700, GPU: NVIDIA RTX A2000/6GB GDDR6 

VRAM, システムメモリ: 32 GB, ストレージ: 

512GB SSD, UPS: 1500VA/900W, 充電時間: 16

時間 

4 デジタル教材

加工・制作用ワ

ークステーシ

ョン。 

97 CF-I-2 演者用

原稿表

示シス

テム 

画面サイズ: 12 インチ, 解像度: 1024x768 ピ

クセル, 表示タイプ: LCD, アスペクト比: 

4:3 

3 出演者用原稿

提示システム。 

99 CFD-B-1 カメラ

セット 

機器構成: ミラーレスカメラ, カムコーダー, 

PTZ カメラ, 充電池, 充電器, SD メモリーカ

ード, ミラーレスカメラ用ケージ, 付属品運

搬ケース等 

2 地域情報収集

用フィールド

カメラセット。 

101 CFD-B-6 三 脚 セ

ット 

機器構成: 三脚 2 種類, ドリー 

1. 三脚 

使用時高さ: 560～1660mm,  3 段, ケース付 

2. 三脚 

使用時高さ: 562～1662mm,  段数: 3 段, ケー

ス付 

3. ドリー 

縮長: 475 mm, スライド幅: 155 mm, キャス

ター径: φ100 mm 

2 上記カメラ用

移動可能三脚。 
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107 CFD-E-1 ワイヤ

レスマ

イクロ

フォン

キット 

機器構成: ワイヤレスマイクロフォン, シュ

ーマウントアダプター, 4 チャンネルデジタル

ワイヤレス受信機/アクティブ指向性アンテナ

/ワイヤレスボディパック型送信機/超小型エ

レクトレットコンデンサー型ラベリアマイク

ロホン/充電池/充電器/電源等 

2 地域情報収集

用フィールド

インタビュー・

録音セット。 

112 CFD-G-5 映像編

集シス

テム 

機器構成:ビデオ 編集用ワークステーション, 

27 インチディスプレイ, 無停電電源装置, 編

集用ソフトウェア, 編集器, パワードスピー

カー, ヘッドホン等 

2 地域情報収集

後の映像・音声

編集用 PC シス

テム。 

 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

本プロジェクトの機材据付時には、調達業者の管理のもと本邦及び第三国メーカーもし

くは現地正規代理店から機材について十分に知識がある技術者を派遣し、初期操作指導な

らびに運用指導を実施する。コンサルタントはこれらの指導が適切に実施されるよう監理

するとともに、引渡し時には指導を受けたエルサルバドル側担当者が十分に理解したかど

うかの確認を行う。当該業務に係る各技術者の計画日数は以下の通りである。 

表 18 初期操作指導・運用指導計画表 

本邦・第三国

メーカー技術

者もしくは現

地正規代理店

技術者 

据付工事技術者 初期操作指導日数 運用指導日数 

据付工事技術者 A(スタジオ、制御室、

CFD 映像機材) 

3 1 

据付工事技術者 B(スタジオ、制御室) 2 1 

据付工事技術者 C(スタジオ、制御室) 2 1 

据付工事技術者 D（音響、PC、デジタル

教材制作機器、CFD 音響機材） 

8 2 

据付工事技術者 E（音響、PC、デジタル

教材制作機器） 

5 2 

 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

本プロジェクトではソフトコンポーネントを適用しないが、エルサルバドル側にとって

は新規機材も存在することから初期操作指導・運用指導を入念に行うこととする。なお、

ソフトコンポーネントの対象としないことについては教員教育局の合意を得ている。 

3-2-4-9 実施工程 

詳細設計及び調達に必要な期間について、E/N および G/A 締結後、コンサルタント契約

締結から詳細設計・入札図書承認までに約 4 ヶ月、入札及び業者契約までに約 2 ヶ月、機

材調達業者契約後の調達期間に約 8 ヶ月、その後、船積前検査～輸送～現地輸入通関～サ
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イト搬入に約 3 ヶ月、機材据付～初期操作指導～引き渡しまでに約 2 か月を予定してい

る。以下に事業実施工程を示す。 

 

図 8 実施工程表（案） 

 

3-2-5 安全対策計画  

 JICA の安全対策措置に準じた対策を講じることを基本とする。2023 年 2 月現在、プロ

ジェクトサイトのあるサンタテクラ、サンタアナ、サンミゲルは外務省危険情報レベル 1

（十分注意）であるが、マラス（凶悪犯罪集団）の活動地域は全国に及んでおり、各地で

殺人、強盗、恐喝、暴行、性犯罪、窃盗、違法薬物売買等が発生している。夜間外出の禁

止、軽微な犯罪や路上犯罪に遭わないよう基本的な防犯対策を講じる、抗議行動や集会な

ど大勢が公共の場に集まる集会には決して近づかないといった対応を取る必要がある。 
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3-3  相手国側分担事業の概要 

 本プロジェクトに係る相手国負担事項は次のとおりである。 

表 19 相手国負担事項 

入札まで  銀行取極（B/A）開設 

 コンサルタント契約にかかる支払授権書（A/P）発行及び手数料、支払い

手数料 

引渡しまで  調達業者契約にかかる支払授権書（A/P）発行および発行手数料、支払い

手数料 

 機材の速やかな荷揚げと通関 

 本プロジェクトにかかるサービス提供に関連する日本人または第三国人の

入国と滞在許可 

 本プロジェクトにかかる機材調達、サービスの提供に関連し、被援助国に

おいて課税される関税、内国税その他の税金が、関連機関により免税され

ることを保証 

 本計画に含まれない家具及び備品（テーブル、椅子等）の調達 

 機材据付対象施設に設置されている既存機材の移設・廃棄、施設改修工

事、各種設備（電気、給排水、空調、LAN、防塵対策）工事の実施 

 プロジェクトモニタリングレポート（PMR）の提出 

 完工時のプロジェクトモニタリングレポート（PMR）最終版の提出 

 必要な要員の配置 

引渡し後  調達機材の適正使用・管理にかかる運用・維持管理費用の確保 

 運営管理体制の構築 

 日常点検と定期点検の実施 

 

3-4  プロジェクトの運営維持管理計画 

プロジェクトの運営維持管理は UPME が行う。前述（P. 12 表 7）の通りデジタル教材の

考案・企画、収録、編集、完成に至る各分野別に専門要員（プロデューサー、カメラマ

ン、音響技術者、編集・VR 技術者、アニメーターなど）が配置されている。機材の運営

維持管理はこれらの専門要員及びチャンネル 10 から派遣されている 2 名のメンテナンス

要員が行う。既存機材及び関連施設・設備の状態から判断してこの体制で問題は無いと判

断する。また、調達機材はエルサルバドルもしくは隣国にメーカー正規代理店を有してい

ることを調達条件にすることで、アフターセールスサービス体制を確保するため、問題は

発生しない。 
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3-5  プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

 協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、次のとおりに見積られる。た

だし、この額は交換公文上の調達限度額を示すものではない。 

(1) 日本側負担事業   

 

調達業者契約認証まで非公開 

 

 

(2) エルサルバドル側負担事項 

相手国側負担経費 約 130.1 千 US$ 

No. 項目 
概略費用 

（1000USD) (百万円) 

1 A/P 発行手数料及び支払手数料の負担 8.1 1.2 

2 新設棟の空調・内装工事 80.0 12.0 

3 サンタアナ、サンミゲル教員研修センター

改修工事 

40.0 6.0 

4 既存機材の移設・廃棄 2.0 0.3 

 合 計 130.1 19.5 

 

(3) 積算条件 

積算時点 ： 2024 年 3 月 

為替交換レート ： 1 米ドル=149.42 円 

調達期間 ： 詳細設計及び調達の期間は、実施工程に示した通り。 

その他 ： 本計画は日本国政府の無償資金協力の制度に従い実施される

ものとする。 
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3-5-2 運営維持管理費 

本プロジェクトの実施にあたり必要となる相手国側の負担事項は上記(2)のとおりであ

る。これら負担事項を実施するにあたり必要となる費用について、実施機関が確保するこ

とを合意している。本プロジェクトにおける運営維持管理費は次のとおりである。 

表 20 機材年間運営維持管理費 

サイト 対象機材 交換部品、消耗品 金額（円） 

セントラルフォーラム ビデオカメラ 

編集・制作用 PC 

カメラ他各種バッテリー 

SS、SD memory 

card  

300,000 

サンタアナ 

教員研修センター 

ビデオカメラ 

教員研修用 PC 

LCD プロジェクタ 

カメラ他各種バッテリー 

SS、SD memory card    

ランプユニット   

100,000 

サンミゲル 

教員研修センター 

ビデオカメラ 

教員研修用 PC 

LCD プロジェクタ 

カメラ他各種バッテリー  

SS、SD memory card    

ランプユニット 

100,000 

合 計 \500,000 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４章 プロジェクトの評価 
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第 4 章 プロジェクトの評価 

4-1  事業実施のための前提条件 

本プロジェクトの達成のために、以下の事項について教員教育局による着実な実施及び

手続きが行われることが必要である。 

3-3 「相手国側分担事業の概要」に記載されているエルサルバドル側負担事項の実施 

3-5-1 「協力対象事業の概略事業費」に記載されているエルサルバドル側負担事項の実施 

3-5-2 「運営維持管理費」に記載されている機材年間運営維持管理費の確保 

4-2 「プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項」に記載されて 

いる人員・予算の確保 

 

4-2  プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入(負担)事項 

本プロジェクトの効果を発現・維持するために教育科学技術省が取り組むべき事項とし

ては、以下が挙げられる。 

(1) 相手国側が取り組むべき課題 

① 予算措置（施設改修費、運営維持管理費） 

セントラルフォーラムの新棟は 2023 年 3 月 13 日に建設業者より教員教育局に引き渡し

がなされた。施設として機能するためには更に内装（主に空調設備）が必要であり、その

ための予算としてすでに USD80,000 が申請されている。教員研修センターはサンタアナ、

サンミゲルともに修理・改修（塵埃対策用の窓の設置、壁・柱の撤去による機材スペース

の確保）が必要である。そのための予算としてそれぞれ USD20,000 が申請されている。 

また、本プロジェクトで調達される機材に関し、持続的な活用及び維持管理のために必

要な予算（スペアパーツや消耗品の購入及び修理に必要な経費）の確保が必要である。 

② 適切な人材の配置 

本プロジェクトで調達される機材の適切な運用維持管理に必要な人材の確保・配置を行

う。 

③ 教員研修センター機材運用維持管理体制の確立 

現状、デジタル教材は全てセントラルフォーラムで制作されるため、関連機材は教員研

修センターには存在しない。従って運用維持管理体制も教員研修センターには存在してい

ないことから、本プロジェクト実施後の人材育成、体制確立が必要である。 

④ セントラルフォーラムによる教員研修センター育成体制の構築 

本プロジェクト実施により教員研修センターは機材が整備され、新しい機能「ローカル

リソースの収集」を持つことになる。その結果は教員教育局に提出され、ローカルリソー

スを反映した教材が制作される。この業務を円滑に遂行するためにセントラルフォーラム

による教員研修センターの人材育成が望ましい。 
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⑤ 技プロ（ESMATE 2）との連携  

実施中の技術協力プロジェクト「初中等算数・数学教育における学力評価に基づいた学

びの改善プロジェクト」（2021 年 4 月～2025 年 4 月）ではセントラルフォーラムと連携し

て、算数・数学に関するデジタル教材開発とデジタル教材の配信を行っており、作成した

教材は周辺国や日本国内でも活用されている。技術協力プロジェクトにおいては、算数・

数学に焦点をあてているものの、教育科学技術省がこの経験を内在化し、他教科も含めた

教育教材の拡充に活用する意思を示しており、技術協力プロジェクトとの一層の相乗効果

が期待できる。 

⑥ 免税措置  

本プロジェクトの円滑な実施のために、調達機材にかかる免税・通関手続きを遅滞なく

実施する。 

4-3  外部条件 

プロジェクトの効果が発現・維持するための外部条件としては、以下が考えられる。 

➢ 教育科学技術省戦略計画（2019-2024） 及び教育継続戦略（2021 年 1 月改訂-COVID-

19 対策について追記）がエルサルバドル内の関係省庁・機関（大統領府、教育科学

技術省教員教育局）によって推進されること。 

➢ セントラルフォーラム、サンタアナ及びサンミゲル教員研修センターのインフラ整

備が確実に実施されること。また、デジタル教材等の配信・受信環境が悪化しない

こと。 

➢ UPME の教材開発、デザイン、教材制作、編集等の各分野に配置されている専門要

員（プロデューサー、カメラマン、音響技術者、編集・VR 技術者、アニメーター

など）が継続雇用されること。 

➢ エルサルバドルにおける政情、治安状況が著しく悪化しないこと。 

 

4-4  プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

本プロジェクトは以下の点で我が国の無償資金協力による対象事業として、妥当性が認

められる。 

(1) プロジェクトの裨益対象 

プロジェクトの裨益対象は、直接的にはセントラルフォーラム及びサンタアナ、サンミ

ゲル教員研修センターの担当地域の児童生徒、教員となるが、本プロジェクト後に制作さ

れたデジタル教材は Channel 10、インターネット、印刷物として配信・配布されることに

なり、最終的には全国の児童生徒、教員が裨益対象となる。さらにはこれらマルチモーダ
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ル教育戦略の発展からエルサルバドルが求める人材が多数育成されることにより、間接的

にはエルサルバドル国民全体に裨益するものである。 

表 21 セントラルフォーラム、教員研修センター裨益対象/数 

裨益対象 
セントラル
フォーラム 

CFD 
サンタア

ナ 

CFD 
チャラテ 
ナンゴ 

CFD 
モラサン 

CFD 
サンミゲ

ル 
合計 

就学前 92,090 人 37,520人 7,022人 8,338人 44,532 人 
189,502

人 
児童生徒 449,635 人 183,000人 34,109 人 40,954人 215,658 人 923,356

人 
教員 19,244 人 9,910人 1,713人 2,183人 10,212 人 43,262人 
公立学校 1,575校 1,068校 265 校 331校 1,297校 4,536校 
私立学校 446 校 110 校 6校 8校 71校 641校 
対象県 ラリベルタ 

サンサルバ
ドル 
ラパス 
サンビセン
テ 

ア ウ ア チ
ャパン 
サ ン タ ア
ナ 
ソ ン ソ ナ
テ 

チ ャ ラ テ
ナンゴ 
カ バ ニ ャ
ス 

モラサン ウ ス ル タ
ン 
サ ン ミ ゲ
ル 
ラ ウ ニ オ
ン 

13県 

出典：2023 年 4 月教員教育局提供資料より調査団作成 

(2) 中長期的開発の目標達成への貢献 

エルサルバドル政府はデジタル化推進に係る国家政策「デジタル・アジェンダ 2020-

2030」の教育セクターにおいて通信インフラの整備、デジタル分野の研究開発の促進、教

員養成、通信環境の整備・向上、デジタルインクルージョンを柱としている。また、教育

科学技術省は「教育科学技術省戦略計画 2019-2024」の教育継続戦略（2021 年策定）にお

いて以下を課題としており、上記デジタル・アジェンダと合わせて、教育分野でのデジタ

ル化の推進による教育の質の改善を掲げている。 

① デジタル教材コンテンツ作成に携わる首都及び地方の人材の能力強化 

② 児童生徒が馴染みのある地域ごとの特性や慣習を反映するローカルリソースの活用 

③ 質の高いデジタル教材を活用することによる児童生徒の学習理解の促進 

④ デジタル教材の制作能力の向上（良質、かつ多様なディバイスで活用可能） 

 

本プロジェクトは、首都圏と地方部にデジタル教材制作機材を調達することにより、エ

ルサルバドルの幼児・初等・中等教育を対象とした教育のデジタル化推進を図るものであ

り、上述の教育継続戦略においても重要度の高い事業に位置付けられる。 

(3) 我が国の援助政策・方針との整合性 

本プロジェクトは我が国の「対エルサルバドル共和国国別開発協力方針（2022 年 4

月）」における重点分野として掲げられている「包摂的な開発の促進」において、教育

機会の拡充が明記されており、対エルサルバドル共和国 JICA 国別分析ペーパー（2023

年 3 月）においても、同国が教育分野において地域をリードする立場となっており、広

域協力・南南協力の実施・拡大を促しつつ、三角協力の形成を模索すると分析されてい

る。本事業は係る方針・分析に合致する。 
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4-4-2 有効性 

前述の通り、エルサルバドルでは教育分野のセクター計画である「教育科学技術省戦略計画

2019-2024」において、マルチモーダルを活用した教育の促進、DX の促進、デジタルの活用

ができる教員の育成等を推進している。また、「デジタル・アジェンダ 2020-2030」において

も、幼児期から高等教育までの児童生徒のデジタル・リテラシーの促進、デジタルデバイド

の解消、デジタル分野の教員養成、学校や地方における通信アクセスの向上、デジタルイン

クルーションなどに取り組んできている。今次の調査においては、その活動方針・内容の有

効性及び本プロジェクトの受入れ体制（組織、施設、関連インフラ、予算）が確認された。

以上の点からエルサルバドルに対する本プロジェクト実施の妥当性は高く、また有効性が

見込まれると判断される。 

(1) 定量的効果 

指標名 
基準値 

（2023年） 

目標値 

（2028年） 

児童生徒、教育関係者、一般市民の学

習教材へのアクセス数 
913,702 2,209,424 

教材制作ユニット（UPME）が制作する

デジタル映像教材数 
2,048 6,528 

教材制作ユニット（UPME）が制作する

テレビ放映（Channel10）教育番組数 
1 25 

 

(2) 定性的効果 

➢ 児童生徒の学習意欲が向上する。 

➢ 教員が授業へ教材を活用することで、技術力・教授法が向上する。 
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資料 1. 調査団員・氏名 

 

1．第 1 回現地調査（2023 年 4 月 26 日から 5 月 18 日） 

氏名 担当事項 所属 

中条 典彦 総括 国際協力機構人間開発部 

基礎教育グループ基礎教育第一チーム 課長 

岩瀬 倫代 協力企画１ 国際協力機構人間開発部 

基礎教育グループ基礎教育第一チーム 

澤井 亜矢香 協力企画２ 国際協力機構 資金協力業務部 

実施監理第二課 

田島 薫 業務主任／機材計画１ インテムコンサルティング株式会社 

岡本 亮治 機材調達/積算１ インテムコンサルティング株式会社 

 

2．第 2 回現地調査（2023 年 8 月 29 日から 9 月 7 日） 

氏名 担当事項 所属 

小園 勝 総括 国際協力機構エルサルバドル事務所 所長 

田島 薫 業務主任／機材計画１ インテムコンサルティング株式会社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料 2. 調査行程 

1． 第 1 回現地調査 

 

 

2．第 2 回現地調査 

 

  

JICA団員
(1)田島

業務主任/機材計画１
(2)岡本

機材調達/積算１
9 23 23

1 4月26日 水 TYO-MEX-SAL TYO(16:30)-MEX(14:15)/MEX(16:50)-SAL(19:10)

2 4月27日 木

JICA打合せ(8:00～)/省表敬及びIR説明・協議
（10:00～）/INFOD表敬及び協議（13:00
～)/ESMATE2専門家打合せ

←業務主任者同行

3 4月28日 金

INFODとの協議（質問票回答内容確認、要請内容確
認）、機材計画協議、実施体制確認、免税情報調査）

サイト調査（CFDチャラテナンゴ）

4 4月29日 土 資料整理 資料整理

5 4月30日 日 団内会議 団内会議

6 5月1日 月 資料整理 移動：サンサルバドル⇒サンミゲル

7 5月2日 火

INFODとの協議（質問票回答内容確認、要請内容確
認）、機材計画協議、実施体制確認、免税情報調査）

サイト調査（CFDモラザン）/（CFDサンミゲル）

8 5月3日 水

INFODとの協議（質問票回答内容確認、要請内容確
認）、機材計画協議、実施体制確認、免税情報調査）

サイト調査（CFDサンミゲル）、移動：サンミゲル⇒サン
サルバドル

9 5月4日 木

INFODとの協議（質問票回答内容確認、要請内容確
認）、機材計画協議、実施体制確認、免税情報調査）

サイト調査（CFDサンタアナ）

10 5月5日 金 先方負担事項協議、最終要請とりまとめ ←業務主任者同行

11 5月6日 土 資料整理 資料整理

12 5月7日 日 TYO-MEX-SAL 団内会議 団内会議

13 5月8日 月 省表敬／サイト調査 ←JICA団員同行 サイト調査（セントラルフォーラム）

14 5月9日 火 ミニッツ協議 ←JICA団員同行 調達事情調査、代理店調査

15 5月10日 水 団内会議 団内会議 団内会議

16 5月11日 木 ミニッツ協議 ←JICA団員同行 調達事情調査、代理店調査

17 5月12日 金 ミニッツ署名／JICA報告／大使館報告 ←JICA団員同行 調達事情調査、代理店調査

18 5月13日 土 SAL-MEX 資料整理 資料整理

19 5月14日 日 MEX- 団内会議 団内会議

20 5月15日 月 TYO 調査結果まとめ、現地調査結果概要作成 ←業務主任者同行

21 5月16日 火 SAL-MEX SAL(14:55)-MEX(17:15)

22 5月17日 水 MEX- MEX(01:05)-

23 5月18日 木 TYO TYO(06:30)

JICA団員（エルサルバドル事務所長）
(1)田島

業務主任/機材計画１
10

1 8月25日 金 MD協議にかかる関係部署との調整

2 8月26日 土 -

3 8月27日 日 -

4 8月28日 月 MD協議内容についての事前調整

1 8月29日 火 - TYO(10:25)-HOU(12:24)-SAL(14:23)、JICA打合せ

2 8月30日 水 - DNFD協議（報告書説明、機材協議、実施計画案）

3 8月31日 木 - DNFD協議（報告書説明、機材協議、実施計画案）

4 9月1日 金

教育科学技術省 MD協議 教育科学技術省 MD協議、DNFD協議（機材協議、
実施計画案、効果指標）

5 9月2日 土 - 資料整理

6 9月3日 日 - 資料整理

7 9月4日 月 - JICA事務所報告、DNFD調査まとめ

8 9月5日 火 日本大使館調査報告、MD署名 日本大使館調査報告、SAL（15:30) - HOU(19:39)

9 9月6日 水 - HOU(10:10)-

10 9月7日 木 - TYO(14:00)



資料 3. 関係者（面会者）リスト 

教育科学技術省 Ministry of Education, Science and Technology 

(西)Ministerio de Educación, Ciencia y 

Tecnología(MINEDUCYT) 

Alex Granados Director, 

National Directorate of 

Curriculum  

カリキュラム局局長 

Jose Tomosio Director, 

Administration department 

業務部部長 

国立教員研修所 National Directorate of Teacher Training  

(西)Dirección Nacional de Formación Docente (DNFD) 

Marvin Sandoval Director 国立教員研修所所長 

Roberto Rivera Technical assistant テクニカルアシスタント 

Félix Guevara Mathematics Manager, 

National Directorate of 

Curriculum  

カリキュラム局数学マネ

ージャー 

Libertad Cuellar Communications コミュニケーション担当 

Mario Ruiz Manager,  

Teacher and Management 

Professional Development 

教員・運営開発部マネー

ジャー 

Félix René Pérez Supervisor, 

Directorate of 

Educational Technology 

教育技術部スーパーバイ

ザー 

Carlos Rodrigo Aguilar Production Assistant, 

Material Production 

教材作成部制作アシスタ

ント 

Gabriel Perdomo Rodas Producer, 

Material Production 

教材政策部プロデューサ

ー 

Edgar Ventura Technical assistant 技術アシスタント 

マルチメディア・マルチプラット

フォーム教材制作ユニット（DNFD

所属） 

Multimedia Multiplatform Educational Materials 

Production Unit (UPME) 

Priscila Ayala Leader,  

Material Production 

教材制作部リーダー 

Luis Edgardo Hernández Coordinator コーディネーター 

Enrique Benítez Audiovisual Production  映像制作担当 

Karla Santos Coordinator,  

Virtual Classroom 

コーディネーター、バー

チャルクラスルーム担当 

教員研修センター (Santa Ana) Centro de Formación Docente (CFD) Santa Ana 

Abel Rojas Aguirre Site Manager, 

Teacher Training Center 

at Santa Ana 

教員研修センターサンタ

アナ支部局長 

教員研修センター (San Miguel) Centro de Formación Docente (CFD) San Miguel 

Elmer Ulises Ventura Site Manager, 

Teacher Training Center 

at Santa Ana 

教員研修センターサンミ

ゲル支部局長 

  



 

プロジェクト専門家 初中等算数・数学教育における学力評価に基づいた学び

の改善プロジェクト、(西) Proyecto de Mejoramiento 

de los aprendizajes en Matemática basado en los 

resultados de procesos de evaluación en Educación 

Básica y Educación Media 

西方憲広 専門家 

JICA Expert 

チーフアドバイザー 

Senior 

Advisor(Education) 

現地代理店 COSTEL S. A. (Compañía Salvadoreña de 

Telecomunicaciones S. A.) 

Allen Osborne Maldonado Ortiz General Manager ジェネラルマネージャー 

Miguel Angel Ventura Lopez Business executive 執行役員 

 

  



資料 4. 討議議事録（M/D） 

4-1. 第 1 回現地調査（OD） M/D 

  











































































4-2. 第 2 回現地調査（DOD） M/D  
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4-3. 第 3 回調査 M/D  
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資料 5. 主要機材リスト 

機材
番号 

機材名 
台
数 

使 用 目 的 

1 スイッチャー 
3 コントロールルーム用機材。カメラから

の映像を合成・出力する。 

2 コントロールパネル 

3 コントロールルーム用機材。カメラの遠

隔操作、タリー（カメラランプ）の表示

などを行う。 

4 ビデオモジュール 
3 コントロールルーム用機材。映像の合

成、出力を行う。 

7 インジェスター 

1 スタジオで制作されたデジタルコンテン

ツの収録機材。複数スタジオ映像の収録

が可能。 

8 MAM サーバー 
1 データをファイルベースで管理するサー

バー。インデックス自動生成可能。 

9 MAM サーバー用ソフトウェア 1 上記機材用。 

18 制御室用機材ラック 3 制御室機材の収納ラック。 

19 スタジオ用機材ラック 3 スタジオ機材の収納ラック。 

20 インターカムシステム 
3 コントロールルーム⇔スタジオのコミュ

ニケーション用機材。 

22 波形モニター 1 映像・ビデオ・オーディオ信号測定器。 

23 ビデオルーター 

3 SDI(Serial Digital Interface)機器を

つなぎ、複数のビデオ入力を複数ビデオ

出力に接続可能。また、単一のビデオ入

力を複数のビデオ出力に接続することも

可能。1 台のモニターであらゆるソース

を確認することが可能。 

24 スタジオ用機材カメラ 3 デジタル教材制作用スタジオカメラ。 

25 屋外用ビデオカメラ タイプ 1 3 デジタル教材制作用屋外ビデオカメラ。 

27 ドリー付き 3 脚 3 上記カメラ用移動可能三脚。 

28 一眼レフデジタルカメラ 4 デジタル教材制作用スチルカメラ。 

29 カメラアクセサリー 3 上記用付属品。 

30 ドローン 
4 デジタル教材制作用（主に地形、自然環

境）。 

31 レンズキット 1 カメラ用レンズセット。 

66 無停電電源装置 5 停電対策用ラックマウントタイプ UPS。 

70 
4 チャンネルワイヤレスマイクロフォン

システム 

3 スタジオ収録用マイクロフォンシステ

ム。 

93 ワークステーション 
4 デジタル教材加工・制作用ワークステー

ション。 

97 テレプロンプターシステム 3 出演者用原稿提示システム。 

  



 

99 ビデオスィッチャー 2 カメラからの映像を合成・出力する。 

102 カメラセット 
2 地域情報収集用フィールドカメラセッ

ト。 

104 三脚 2 上記カメラ用移動可能三脚。 

106 ドローン 
2 デジタル教材制作用（主に地形、自然

環境）。 

112 LED ソフトパネルライトキット 
2 コントロールルーム用機材。カメラか

らの映像を合成・出力する。 

125 ワイヤレスマイクロフォンキット 
2 地域情報収集用フィールドインタビュ

ー・録音セット。 

132 ノンリニア編集システム 
2 地域情報収集後の映像・音声編集用 PC

システム。 
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